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１．酒田市都市計画マスタープランとは 

１．酒田市都市計画マスタープランとは 
１－１ 計画の目的 
○都市計画マスタープランとは 

都市計画マスタープランとは、都市計画法※（昭和 43 年法律第 100 号）第 18 条の 2 に規定

する「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として定められるものであり、「市町村総合

計画」や、広域的視点から都市計画区域※の整備、開発及び保全の方針を都道府県が定める「都

市計画区域マスタープラン※」などの内容に即し、今後の都市づくりの方向性を示すものです。 

また、市民等の意見を反映しながら地域の特性に応じた将来像を明らかにし、その実現に向

けた方向性を示す指針となります。 

 

○策定の背景 

合併前の旧酒田市・旧八幡町では、それぞれ平成 14（2002）年 3月に策定された「酒田市都

市計画マスタープラン」「八幡町都市計画マスタープラン」にもとづいて都市計画に取り組ん

できましたが、策定から 16年が経過しており、その間には、平成 17（2005）年 11月 1日の旧

酒田市・旧八幡町・旧松山町・旧平田町の 1市 3町の合併や東日本大震災の発生など、都市を

取り巻く状況は大きく変化してきています。 

このような変化に対応し、また、今後の人口減少や高齢化の進展なども考慮しながら、総合

的・一体的な都市づくりを推進していくことで、将来的にも市民が安全・安心・快適に暮らし

続けられる持続可能な都市を構築していくことが求められています。 

 

○計画の目的 

以上のことから、本計画は、都市を取り巻く状況の変化に対応しながら、本市が目指す都市

の将来像を示すとともに、その実現に向けた都市づくりの基本的な方針を定めることを目的と

します。 

 

 

１．酒田市都市計画マスタープランとは 

１－１ 計画の目的 
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１．酒田市都市計画マスタープランとは 

 

１－２ 計画の役割と位置付け 
○計画の役割 

本計画は、以下の３つの役割を担います。 

 

 

 

 

 

 

○計画の位置付け 

本計画は、市の上位計画である「酒田市総合計画」や「国土利用計画」、県が定める都市計

画の方針である「庄内圏域（北部）都市計画区域マスタープラン※」に即する必要があります。 

また、上位計画のほか、関連する他分野の計画とも調整・連携しつつ、本市の将来のあるべ

き姿を示していきます。 

また本計画は、本市の都市計画を運用するための根拠となるとともに、本計画を上位計画と

する個別計画に反映され、都市づくりを進めていく指針となります。 

なお、本計画と一体的に検討・策定する「酒田市立地適正化計画※」については、都市計画

マスタープランの一部とみなされます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市の上位計画

酒田市総合計画、国土利用計画

県の都市計画の方針

庄内圏域（北部）都市計画区域マスタープラン

即する

酒田市都市計画マスタープラン
連携
整合 各

分
野
の
計
画

●地域公共交通網形成計画、再編実施計画

●中心市街地活性化基本計画

●公共施設等総合管理計画

●地域防災計画

●景観計画

●環境基本計画 など

酒田市立地適正化計画
（都市計画マスタープランの一部とみなされる）

■都市計画マスタープランに即して定める都市計画

各種都市
計画決定

●区域区分・・・・・・・・・〇市街化区域、市街化調整区域
●地域地区・・・・・・・・・〇用途地域、特別用途地区、高度利用地区、防火地域、臨港地区など
●都市施設・・・・・・・・・〇道路、駐車場、公園、下水道、河川、市場 など
●市街地開発事業・・・〇土地区画整理事業、市街地再開発事業 など

●地区計画 ●建築協定 など
身近な地区
でのまちづくり

①本市が目指すべき将来都市像を示し、都市計画に対する市民等の理解を深めること。 

②都市づくりの基本的な整備方針を定め、本市が定める都市計画の一体性や、他の計画・

施策との整合性・総合性を確保すること。 

③個別の都市計画や関連する施策などに対する合意形成の円滑化を図ること。 

■都市計画マスタープランの位置付け 

１－２ 計画の役割と位置付け 
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１．酒田市都市計画マスタープランとは 

 

１－３ 計画の対象区域 
本計画は、都市計画に関する基本方針を示すものですが、「本市が目指すべき将来都市像」

を検討する上で、そのために考慮すべき土地利用（都市的及び自然的土地利用）や交通体系、

景観形成、観光、防災、地域づくりなど、都市を構成する様々な要素について、市域全体を俯

瞰する意味合いから酒田市全域を本計画の対象とします。 

市域全体を俯瞰した上で、都市計画法※にもとづく都市計画を定めるために、原則として都

市計画区域※における都市づくりの方針を定めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－４ 目標年次 
都市計画は、その目的の実現に時間を要するものであることから、長期的な見通しをもって

定める必要があるため、概ね 20年後の 2040年を目標年次とします。 

  

■計画の対象区域 

酒田都市計画区域 

八幡都市計画区域 

酒田市が目指すべき将来
都市像を検討する範囲 

＝酒田市全域 

都市づくりの方針を定める
範囲 

＝都市計画区域※ 

（酒田都市計画区域及び

八幡都市計画区域） 

１－３ 計画の対象区域 

１－４ 目標年次 
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２．酒田市の概況 

２．酒田市の概況 
（１）地勢・沿革 

本市は、山形県の北西部、最上川が日本海に

注ぐ河口に位置し、東西 54.5（33.7）注）km、

南北 48.3（35.5）注）km、面積 602.97㎢となっ

ており、北西約 39kmの海上には東北の日本海

側では唯一の離島、飛島を有しています。 

注）（ ）内は飛島を除いた数値 

 

地勢的には、北に鳥海山、南に月山を望み、

背後には庄内平野が広がっており、冬の季節風

は強いものの、対馬暖流の影響を受けた温暖湿

潤な気候が、日本有数の穀倉地帯を形成してい

ます。秋田との県境にそびえる鳥海山は、飛島

とともに鳥海国定公園に指定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 17（2005）年 11 月 1 日には、港湾都市として発展してきた酒田市、出羽富士鳥海山の

自然に富んだ八幡町、出羽松山藩の城下町の歴史と文化が薫る松山町、緑と水にあふれ里山の

姿を残す平田町の 4つのエリアが合併して、新「酒田市」が誕生しました。 

現在の酒田市は、港湾都市として発展し、鳥海山、離島飛島、庄内平野の水田地帯など、豊

かな自然に恵まれ、歴史文化が薫るまちであります。また、進取の気風、公益の心が息づくま

ち、さらには、酒田港、庄内空港、東北横断自動車道酒田線、日本海沿岸東北自動車道、JR羽

越本線の結節する交流都市でもあります。 

 

■位置図 

■標高図 

【資料】 国土地理院 基盤地図情報数値

標高モデル 10m メッシュ 

２．酒田市の概況 

酒田市 

遊佐町 

三川町 

庄内町 
鶴岡市 
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２．酒田市の概況 

 

（２）人口動態 
本市の人口は、昭和 30（1955）年の 12.8万人注）をピークに減少に転じ、昭和 55（1980）年

からは減少の一途をたどっており、平成 27（2015）年には約 10.6万人と、平成 17（2005）年

時点から約 10％減少、昭和 55（1980）年時点から約 16％減少しています。 

年齢 3区分別人口割合は、年少人口（0～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）は減少を続け

ており、一方で老年人口（65 歳以上）は増加を続けています。平成 27（2015）年の高齢化率

は 32.6％と平成 17（2005）年時点から 6.7ポイント、昭和 60（1985）年時点から 19.6ポイン

ト増加しています。 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の「日本の地域別将来推計人口」によると、この

まま推移した場合、2040年には総人口が約 3.1万人減少し、高齢化率も 44%に達することが予

測されています。 

注）2005年以前は「酒田市」「八幡町」「松山町」「平田町」を合算した値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）産業構造 
酒田市の従業者数の産業別構成比は、

平成 27（2015）年において、第一次産業

が 8.7％、第二次産業が 26.2％、第三次

産業が 65.1％を占めています。構成比の

推移は、第一次産業と第二次産業が減少

し、第三次産業が増加しています。 

第一次産業と第二次産業の従業者数

は、平成 17（2005）年から平成 22（2010）

年にかけて減少し、その後横ばい傾向で

す。第三次産業の従業者数は、平成 17

（2005）年に微増した後、平成 22（2010）

年に減少し、その後横ばい傾向です。 
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推計値

約3.1万人減

36,040

36,667

33,688

33,050

20,660

15,874
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13,316

5,874

5,744

4,407

4,411

62,574

58,285
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0 20,000 40,000 60,000 80,000

2000年
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第三次産業 第二次産業 第一次産業
（人）

（9.4%）

（9.9%）

（8.5%）

（8.7%）

（33.0%）

（27.2%）

（26.1%）

（26.2%）

（57.6%）

（62.9%）

（65.3%）

（65.1%）

■年次別年齢区分別人口 

【資料】 国勢調査 

※「分類不能の産業」は除いて算出 

■産業別従業者数の推移 

【資料】 国勢調査（1980～2015年）、社人研推計値（2020～2040年） 
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３．都市づくりの動向 

３．都市づくりの動向 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■中心市街地（中町三丁目）における市街地再開発
事業※の実施 

 中心市街地の活性化や居住人口の増加、病院の郊外移

転を防ぐことなどを目的に、医療福祉施設（病院、介護老

人保健施設、診療所など）や公共施設、商店、マンショ

ン、立体駐車場からなる複合施設の整備を行う 「中町三

丁目地区第一種市街地再開発事業」 が平成 18 年に事

業竣工しました。 

土地利用 

■土地利用状況 

 市域の 62％が森林であり、田・農用地、荒地を合わせると

約 9 割を自然的な土地利用が占めています。建物用地は

全体の 6％です。 

 市域の約 2 割にあたる 12,193ha が都市計画区域※に指

定されており、このうち、市街化区域※は 2,732ha（市域の

4.5％）です。用途地域※指定状況は、住居系が 53％、

商業系が約 6％で、工業系が約 41%を占めています。 

■コンパクトな市街地の維持 

 これまで、経済の高度成長に伴う車社会の進展や、旺盛な

住宅需要に応えるため、積極的かつ戦略的な土地区画整

理事業※等の展開により、良好な都市基盤※の整備と無秩

序な郊外開発の抑制を図ってきました。 

 その後、人口増加が見込めない時代を迎え、更なる市街地

の拡大を抑えたコンパクトな市街地形成を打ち出して、市街

地周辺の田園や砂防林が保全され、乱開発の防止を図っ

てきています。 

 平成 21 年には、都市の機能がバランス良く配置されたコン

パクトな都市づくりを実現し、中心市街地注）の活性化を図る

ために、大規模集客施設の立地を制限する「特別用途地

区（大規模集客施設制限地区）」を決定しています。 

■物流拠点「酒田港」や空港・インターチェンジ
等の機能を活かした土地利用の推進 

 酒田港は物流拠点としての機能を有効に活用

するため、酒田港周辺地域の工業・流通系の

土地利用を推進してきています。 

 高速道路や空港、港湾への交通アクセス性を

活かして、インターチェンジ周辺地域の工業、流

通系の土地利用を推進してきています。 

■土地利用現況図（2014年） 

【資料】 国土数値情報 土地利用細分メッシュデータ 

■酒田港 

■市街地内における既存都市機能※の有効活用や機能向
上によるまち全体の利便性向上 

 中心商店街のシンボル的歩行者専用道路である中町モール

のリニューアル改修を行いました（平成 30年完成）。 

 市庁舎の改築にあわせ、中心市街地の各エリアに回遊を促

す「にぎわい交流施設（市庁舎併設）」を整備しました（2

期工事が平成 29年に完成）。 

 商店街が集積し、大型商業施設や中町モールに隣接する商

業施設跡の空きビルを再生し、街なかを回遊させる憩の場と

しての憩いスペースと健康づくりの拠点として「中町にぎわい健

康プラザ」を整備しました（平成 29年オープン）。 

■中町モール・中町にぎわい健康プラザ 

３．都市づくりの動向 
前都市計画マスタープラン（平成 14年）策定後の主な都市づくりの動向と現況を示します。 

注）中心市街地：新井田川・JR羽越本線・JR貨物臨
港線・酒田港・国道 112号・県道吹浦酒田線に囲ま
れたエリア 

凡例

田

森林

建物用地

河川地及び湖沼

海水域

その他農用地

荒地

その他用地

海浜
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３．都市づくりの動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防 災 緑と水 

景 観 

■酒田市景観計画※及び景観条例※の策定による更な
る景観施策の推進 

 景観法の制定を機に、平成 18 年に県内初の「景観行政

団体」になり、平成 20 年に市全域を対象に「酒田市景観

計画※」を策定し、「酒田市景観条例※」を施行しています。 

 また、市内でも「特に良好な景観形成を図る必要がある地

域」として山居倉庫周辺地区、日和山周辺地区、松山歴

史公園周辺地区の 3 ヶ所を「景観形成重点地域」に指定

し、その地域独自の景観形成基準を定め、地域の特性を

活かした景観づくりを進めています。 

■高い公園・緑地整備率 

 これまでに整備されたレクリエーション空間や都市

公園、緑地などの保全を図るとともに、公園・緑地

の整備充実を図ることで、平成 28年度末の一人

当たり都市公園等面積は約 21.9㎡/人と、全国

平均（約 10.4 ㎡/人）や山形県平均（20.1

㎡/人）と比べて高い整備率に達しています。 

交 通 

■道路ネットワーク 

 南北方向に日本海沿岸東北自動車道及び国道

7号等、東西方向に新庄酒田道路・国道344号

等の幹線道路が整備され、幹線道路を補完する

その他の道路も整備されています。 

 酒田都市計画道路は、44路線、延長 122,690

ｍを決定しており、整備率は 67.14％です。八幡

都市計画道路は、7 路線、延長 8,090ｍを決定

しており、整備率は 55.9％です。 

■地域公共交通の維持・確保・充実の取り組み 

 陸上交通では「鉄道」「路線バス」「市営バス」「乗合タ

クシー※」が運行しています。また、飛島に向かうための

定期船「とびしま」や、庄内空港があります。 

 平成 28 年に鉄道・バス・乗合タクシー※等を含む多様

な交通モード※における市全体の方向性を示す「酒田

市地域公共交通網形成計画※」を策定しています。 

 平成28年度以降には、地域公共交通網形成計画※

にもとづく路線再編の具体な内容を検討しています。 

■広域交通網の整備や市街地内拠点間の交通ネットワーク※の
充実化 

 平成 16 年に都市計画道路酒田余目線を決定（平成 30 年完

成）、平成 21年に都市計画道路酒田遊佐線を決定するなど、広

域交通網の整備を促進してきています。 

 平成 24 年の出羽大橋の 4 車線化、都市計画道路豊里十里塚

線の整備促進など、市街地内拠点間の交通ネットワーク※充実化を

図っています。 

■都市計画道路酒田余目線 

■山居倉庫 

■自然資源に恵まれた都市 

 北は秀峰鳥海山を望み、東には出羽丘陵、南は

庄内平野のほぼ中央部に達し、西は日本海に面

しています。また、鳥海山や出羽丘陵から発する

日向川や相沢川、そして県内を縦貫する最上川

が本市のほぼ中央部を貫き日本海に注ぐなど自

然資源に恵まれた都市です。 

■津波、洪水による浸水に備えた取り組み 

 過去の日本海を震源域とする地震の際には津波

が発生し、多くの被害が発生しています。 

 市街地を最上川が海へと注いでいることなどから、

大雨による水害がたびたび発生しています。 

 国・県発表の情報を基に、浸水の想定される区域

と避難場所などの情報を地図上に明示した津波

及び洪水などのハザードマップ※を作成しています。 

■都市火災に備えた防災都市づくり 

 年間を通して風が強く暴風日数も多いという本市

の自然条件は、火災発生時に延焼と大火災をま

ねく可能性が大きいことを示唆しています。 

 酒田市大火の教訓から防火地域等を定めて都市

の防火機能の向上を図ってきています。 
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３．まちづくりの動向 

４．社会情勢の変化と将来展望 
酒田市を取り巻く社会情勢は、大きく、急速に変化しています。ここでは、将来の都市像を考

える上で踏まえておくべき社会情勢の変化や将来展望を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①社会資本や公共施設の老朽化 

高度経済成長期などに集中的に整備された社会資本が今後一斉に老朽化することが深刻な

課題として顕在化してきており、今後の都市基盤 や公共施設の維持管理・更新コスト増大へ

の対応が求められます。 

②人口減少に伴う開発圧力の低下と中心部の未利用空間の増加 

人口減少などに伴い郊外へ向かう開発圧力は弱まってきています。一方で、現存する学校

跡地や未使用の公共施設等に加え、今後の公共施設適正化等により発生する未利用財産や、

人口減少により増加傾向にある空き家・空き地を有効に利活用することが求められます。 

③旧酒田市・旧八幡町・旧松山町・旧平田町の 1市 3町の合併 

平成 17年 11 月に 1 市 3 町が合併して新「酒田市」となり、13 年が経過しました。4 地域

の成り立ち・特性を踏まえた地域づくりを進めながらも、新市としての一体感の醸成が求め

られます。 

④酒田の歴史・文化・自然の再認識・評価 

平成 28 年に鳥海山・飛島ジオパークが日本ジオパークに認定されました。また、平成 29

年には、「荒波を越えた男たちの夢が紡いだ異空間～北前船寄港地・船主集落～」が日本遺産

の認定を受けました。これらを契機に、地域資源や自然環境等の保全と活用を図りながら、

交流人口の拡大に取り組むことが求められます。 

⑤  

庄内地方拠点都市地域（鶴岡市、酒田市、庄内町、三川町、遊佐町）及び庄内北部圏域（酒

田市・三川町・庄内町・遊佐町）の中心都市として、圏域全体の活性化と圏域住民が安心し

て暮らせる魅力ある圏域の形成が求められます。 

⑥  

酒田市大火の教訓から都市の防火機能の向上を図ってきていますが、平成 28年に糸魚川大

火が発災するなど、都市火災への備えの必要性が再認識されています。 

近年、全国的に大きな地震の発生とそれに伴う津波被害や、豪雨災害・土砂災害等が頻発

しており、海・河川に市街地が面し、山間地域を有する本市にとって、自然災害に対する備

えが求められます。 

⑦多様化・複雑化する市民ニーズへの対応 

社会情勢の変化とともに、都市づくりに対する市民ニーズは多様化・複雑化しており、行

政・市民・事業者などが力を合わせた取り組みがより一層求められます。 

４．社会情勢の変化と将来展望 
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 
５－１ 都市づくりの課題 
「酒田市の概況」や「都市づくりの動向」、「社会情勢の変化と将来展望」などを踏まえると、

本市の今後の都市づくりには以下のような要因などによる課題への対応が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題②：人口減少による市街地の低密度化や厳しい財政状況に対応した都市づくりが必要 

■ 人口減少による空き家及び空き地の増加 

■ 市街地の低密度化による生活サービス機能（商業・医療・公共交通等）の空疎化が懸念 

■ 市街地内の低未利用空間の増加 

■ 社会資本の老朽化等が懸念 

課題①：地区・場所によって大きく異なる人口変動や高齢化に対応した都市づくりが必要 

■ 市街地の中心部（中心市街地）では、人口減少が更に深刻化 

■ 中心部を取り囲む周辺住宅市街地は、将来的に急激な高齢者の増加の見込み 

■ 郊外部での人口減少・高齢化が深刻 

課題③：市街地に集積する都市機能 ・既存ストック や酒田の優位性を活かした、地域・産業

振興に資する都市づくりが必要 

■ 中心部に公共・民間の都市機能 ・既存ストック が集積

■ 産業・経済状況の変化と観光による交流人口の増加 

■ 物流拠点「酒田港」や空港・IC などの優位性 

■ 酒田市の強みとなる施設立地（日本海総合病院周辺や大学等） 

課題④：酒田・八幡・松山・平田の歴史・文化・自然等の魅力を活かし、交流と定住を促進する

都市づくりが必要 

■ 酒田・八幡・松山・平田の各地域の多種多様な歴史・文化が存在 

■ 森林や海岸などの豊かな自然環境や田園地帯の良好な農業生産環境が広がる 

■ 歴史・文化や湊町としての魅力と良好な居住環境 

課題⑤：酒田市大火等の教訓を踏まえた、災害に強い安全・安心な都市づくりが必要 

■ 都市火災や大震災の発生、自然災害の頻発 

■ 市街地における浸水想定 

５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 
 

５－１ 都市づくりの課題 
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題①：地区・場所によって大きく異なる人口変動や高齢化に対応した都市づくりが必要 

八幡総合支所 
平田総合支所 

松山総合支所 中心市街地 
酒田市役所 周辺住宅市街地 

 今後の更なる人口減少や高齢化が予測される中、各地域で暮らし続けられるために、マイカーの利

便性を保ちつつも、徒歩や公共交通でも暮らせる都市づくりが求められます。 

 地区別にみると、市街地の中心部（中心市街地）では、人口減少・高齢化が深刻であり、今後更に

深刻化していきます。一方で、中心部周辺の住宅市街地は、これまで人口増加傾向にあり現時点で

は高齢化も低いエリアですが、将来的に急激な高齢者の増加が見込まれています。また、郊外部で

の人口減少・高齢化が深刻であり、支所周辺の生活利便性の確保や、地域コミュニティ※の維持が

求められます。 

 市内各所からのアクセス性が高い市街地中心部において、将来的に高まる高齢者ニーズや多様な世

代のライフスタイル※を受けいれられる都市づくりが求められます。 

■今後の更なる人口減少や高齢化が予測 ■中心部を取り囲む周辺住宅市街地は、将来
的に急激な高齢者の増加の見込み 

■郊外部での人口減少・高齢化が深刻 

■市街地の中心部（中心市街地）では、人
口減少が更に深刻化 

・2040年には総人口が約 3.1万人減少し、高
齢化率も 44%に達することが予測されてい
ます。 

・これまでの人口の増減数（2010～2015 年）
をみると、中心市街地の人口は著しく減少
しています。 

・将来的な人口の増減率（2010～2040 年）を
みると、市街地全域で減少が見込まれてい
ますが、特に中心市街地において減少率が
高くなっています。 

■市街地の人口の増減率 2040年－2010年 

・周辺住宅市街地は、これまで人口増加傾向に
あり現時点では高齢化率も低いエリアです
が、将来的には人口が減少に転じ、急激な高
齢者の増加が見込まれています。 

・郊外部・中山間部は全体的に人口が減少し
ており、特に支所周辺における人口減少が
顕著です。 

■人口増減数 2015年－2010年 

■市街地の高齢者の増減率 2040年－2010年 

【資料】 国勢調査 

【資料】 国勢調査、 

酒田市人口ビジョン 

【資料】 国勢調査、 

酒田市人口ビジョン 

凡例

100人以上増

50～100人未満増

1～50人未満増

0～50人未満減

50～100人未満減

100人以上減

人口増減数（500mメッシュ）

都市計画区域

市街化区域

人口の増減率（100mメッシュ）

凡例

10％未満の増加

10％未満の減少

10％以上の減少

20％以上の減少

30％以上の減少

40％以上の減少

50%以上の減少

土地区画整理事業等

都市計画区域

市街化区域

高齢者の増減率（100mメッシュ）

凡例

10％以上の増加

10％未満の増加

10％未満の減少

10％以上の減少

20％以上の減少

30％以上の減少

40％以上の減少

50%以上の減少

非線引用途地域

土地区画整理事業等
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題②：人口減少による市街地の低密度化や厳しい財政状況に対応した都市づくりが必要 

■人口減少による空き家及び空き地の増加 ■市街地の低密度化による生活サービス機能
（商業・医療・公共交通等）の空疎化が懸念 

■社会資本の老朽化等が懸念 

 人口減少による低・未利用地の増加や、市街地の低密度化による生活サービス機能（商業・医療・

公共交通等）の空疎化などに対応した都市づくりが求められます。 

 社会資本の老朽化等が予想される中、限られた財源で都市基盤※や公共施設などを適正に維持管理

しつつ、都市経営のコスト抑制を図っていくことが求められます。 

・市街化区域※の居住人口は約 7万人と全人口
の約 65%を占めていますが、DID※人口密度は
低下傾向にあります。 

・人口減少に伴い空き家及び空き地は増加傾
向にあります。 

■地区別の空き家数 

（2018年）（件/100ha） 
■主要施設の立地状況 

・病院や大型店は中心部とその周辺の市街地に立
地しています。診療所やスーパー等は市街地内
に集積しており、郊外部は総合支所周辺等に点
在しています。 

・将来的な人口減少により施設徒歩圏及び公共交
通徒歩圏の人口密度低下が予想され、生活サー
ビスの維持が困難になることが懸念されます。 

・高度経済成長期などに集中的に整備された社会
資本が今後一斉に老朽化することにより、今後、
都市基盤※や公共施設の維持管理・更新コストの
増大が懸念されます。 

■ 市街地内の低未利用空間の増加 

・学校統合や公共施設適正化による大規模
な未利用財産が増加傾向にあります。 

・未利用地（市有地）のうち、市有地は市
街地内に 19件存在しています。 

943 973 999 1,002

401 415 433 436

0

500

1,000

1,500

2014年 2015年 2016年 2017年

空き家 空き地（件）

■市街地における空き家・空き地数の推移 

■医療・商業施設・公共交通の徒歩圏内人口の将来見通し 

【資料】 酒田市資料 

【資料】  地域医療情報システム

（日本医師会）、全国大型小売

店総覧 2018年版、酒田市資料 

【資料】 酒田市資料 

【資料】国勢調査、酒田市資料 

凡例

100件以上

50～100件未満

25～50件未満

10～25件未満

5～10件未満

1～5件未満

0～1件未満

凡例

都市計画区域

市街化区域

病院

診療所

大型小売店

スーパーマーケット

非線引用途地域

公共施設

2010年 2040年

公共交通の鉄道500m、バス停500ｍ圏域

DID地区内 39.70 25.80

市街化区域 32.72 21.82

市全域 8.19 5.31

徒歩圏内の人口密度（人/ha）

2010年 2040年

医療施設の800m圏域

DID地区内 38.62 25.10

市街化区域 35.08 23.39

市全域 15.03 10.01

商業施設（大型小売店・スーパー）の800m圏域

DID地区内 42.39 27.52

市街化区域 38.44 25.57

市全域 22.30 14.74

徒歩圏内の人口密度（人/ha）
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題③：市街地に集積する都市機能※・既存ストック※や酒田の優位性を活かした、地域・産業
振興に資する都市づくりが必要 

 市街地の中心部に集積する公共施設や商業施設、公園・緑地等の既存ストック※を活かし、公的及

び民間の低・未利用地を有効活用して、地域活性化や都市機能※・居住の喪失・流出に対応するこ

とが求められます。 

 物流拠点「酒田港」や空港・IC などの優位性を活かした産業立地の促進、地場産業や観光の振興

による交流人口の拡大などに加え、日本海総合病院周辺や大学等の活力を活かした都市づくりを通

じて、多様な産業の維持・充実を図っていくことが求められます。 

■中心部に公共・民間の都市機能※・既存ストック※が集積 

■産業・経済状況の変化と観光による交流人口の増加 

■物流拠点「酒田港」や空港・ICなどの優位性 

■酒田市の強みとなる
施設立地（日本海
総合病院周辺や大
学等） 

・市内各所から利用がみられる病院や大型小売店、行政施設などの高
次都市機能※は、市街地内に集積しています。 

・中心市街地内には大型小売店の他、集会施設、文化施設、病院など
が立地しています。 

■高次都市機能の立地状況 

・水産生産額と製造品出荷額は増加傾向にあり
ます。 

・特に酒田港におけるコンテナ取扱貨物量は、
平成 26年から 4年連続で過去最高を更新して
います。 

224 223 214 203 204

2,046
1,924 1,931 2,013

2,437

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

50

100

150

200

250

300

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

事業所数 出荷額（所） （億円）

■工業活動の推移 

・日本海総合病院周辺
には病院の他、大規
模商業施設が立地し
ています。 

・庄内唯一の 4 年制大
学である東北公益文
科大学を含む高等教
育機関が立地してい
ます。 

・全事業所・従業者数は減少傾向にあります。特に第
三次産業は減少が大きい傾向にあります。 

・小売業は商品販売額、事業所数ともに減少傾向にあ
ります。 

・観光入込客数は、減少傾向にありましたが、平成 25

年を境に徐々に増加傾向となっています。 

2,133 2,046
1,857 1,718

1,346

3,912

3,591

3,295

2,296
2,438

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2002年 2004年 2007年 2012年 2014年

事業所数 販売額（所） （億円）

■商業活動の推移 

【資料】 地域医療情報シス

テム（日本医師会）、全

国大型小売店総覧 2018

年版、酒田市資料 

33,551
31,412 30,414 31,471 30,409 29,681 30,044

27,449 27,536
30,066 29,429

8.3%
7.8% 7.7% 7.5% 7.7%

8.4%
7.9%

6.8%

6.1%

6.7%
6.4%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

酒田市入込客数 対県比（百人）

■酒田市の観光入込客数の推移 【資料】 山形県観光者調査 【資料】 酒田データファイル 2017 

【資料】 酒田データファイル 2017 

凡例

市街化区域

医療施設（病院）

商業施設（大型小売店）

集会施設

文化施設

保健福祉施設

行政施設
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題④：酒田・八幡・松山・平田の歴史・文化・自然等の魅力を活かし、交流と定住を促進する
都市づくりが必要 

 酒田・八幡・松山・平田の各地域の地域特性や歴史・文化を活かし、森林や海岸などの豊

かな自然環境や田園地帯の良好な農業生産環境と調和した、都市と農山村地域の共生・交

流を生む都市づくりが求められます。 

 歴史・文化や湊町としての魅力や良好な居住環境を活かし、居住・子育て環境の充実を図

ることなどにより、住みたい・住み続けたいと思ってもらえる都市づくりが求められます。  八幡地域 平田地域 松山地域

■酒田・八幡・松山・平田の各地域の多種多様な自然・歴史・文化が存在 

■森林や海岸などの豊かな自然環境や田園地帯の良好な農業生産環境が広がる 

■歴史・文化や湊町としての魅力と良好な居住環境 

・４地域の多種多様な自然・歴史・文化があります。 

・酒田港・酒田駅・庄内空港・ICなどが立地しています。 

・広域や市内の地域間を繋ぐ道路・公共交通ネットワーク※が整
備されています。 

 市全域

・歴史や湊町文化が感じられる港湾都市です。 

・碁盤状の町割りが計画的に整備されています。 

・中心部には高次都市機能※が集積しています。日
常生活に必要な商業施設・医療施設などの徒歩
圏が市街地全域を網羅しています。 

・中心部周辺の住宅市街地は土地区画整理事業※

等により都市基盤※が整っています。 

・市街地を取り囲む郊外部には庄内砂丘や海岸砂
防林、田園地域が広がっています。 

・庄内平野の東縁部か
ら鳥海山中腹まで
の地域です。 

・出羽富士鳥海山の自
然に富んだ地域で
す。 

・3 市・1 町にまたが
る鳥海山・飛島ジオ
パークがあります。 

・総合支所周辺に日常
生活に必要な行政
施設や商業施設、医
療施設などが立地
しています。 

・南北を縦走する出羽
丘陵地帯の山間部
と庄内平野の一角
を占める地域です。 

・緑と水にあふれ里山
の姿を残す地域で
す。 

・総合支所周辺に日常
生活に必要な行政
施設や商業施設、医
療施設などが立地
しています。 

・最上川に沿った細長い地形です。 

・出羽松山藩の城下町の歴史と文化が薫る
地域です。 

・総合支所周辺に日常生活に必要な行政施
設や医療施設などが立地しています。 

■酒田市の地域別の特性と強み  酒田地域
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

課題⑤：酒田市大火等の教訓を踏まえた、災害に強い安全・安心な都市づくりが必要 

 都市火災や震災・豪雨災害・土砂災害などの自然災害に対応できる、災害に強い都市づく

りが求められます。 

■都市火災や大震災の発生、自然災害の頻発 

■市街地における浸水想定 

・昭和 51 年に発災した酒田市大火の教訓から防火地域等
を定めて都市の防火機能の向上を図ってきていますが、
糸魚川大火が発災するなど、都市火災への備えの必要性
が再認識されています。 

・近年、大震災の発生とそれに伴う津波被害や、全国的な
豪雨災害・土砂災害等の頻発など、自然災害に対する「備
え」の必要性が高まっています。 

・中心市街地を除く市街地のほぼ全域が、津波・洪水による浸水想定区域となっています。 

凡例

20.0ｍ以上

10.0～20.0ｍ未満

5.0～10.0ｍ未満

3.0～5.0ｍ未満

0.5～3.0ｍ未満

0.5ｍ未満

凡例

5.0ｍ以上

2.0～5.0ｍ未満

1.0～2.0ｍ未満

0.5～1.0ｍ未満

0.5ｍ未満

■酒田市内の津波浸水想定 

【資料】 山形県 山形県津波浸水想定・被害想定調査

（2016年 3月） 

■酒田市内の最上川・赤川の洪水による浸水想定区域 

【資料】 山形県 

■防火地域・準防火地域 【資料】 酒田市 

■土砂災害警戒区域及び土砂災害特
別警戒区域 

・土砂災害警戒区域及び土砂災害特別
警戒区域は、市東部の山間部や飛島
に多く存在しています。八幡都市計
画区域内の八森自然公園の一部や、
市街化区域※内の日和山公園の一部
にも存在しています。 

■酒田市内の土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 

【資料】 国土数

値情報 土砂災

害警戒区域デー

タ（2016 年度

時点） 

土砂災害警戒区域

都市計画区域

土砂災害特別警戒区域

凡例

防火地域

準防火地域

凡例

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例
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５．都市づくりの課題と課題解決の方向性 

 

５－２ 課題解決の方向性 
「都市づくりの課題」に包括的に対応していくための都市計画における取り組みの方向性を

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題②：人口減少によ
る市街地の低密度化や
厳しい財政状況に対応し
た都市づくりが必要 

課題①：地区・場所によ
って大きく異なる人口変
動や高齢化に対応した都
市づくりが必要 

課題③：市街地に集積
する都市機能※・既存スト
ック※や酒田の優位性を
活かした、地域・産業振
興に資する都市づくりが
必要 

課題④：酒田・八幡・松
山・平田の歴史・文化・
自然等の魅力を活かし、
交流と定住を促進する都
市づくりが必要 

課題⑤：酒田市大火等
の教訓を踏まえた、災害
に強い安全・安心な都市
づくりが必要 

方向性①：持続可能な都市構造の形成 

・深刻化する人口減少や厳しい財政状況に対応す

るため、効率的で持続可能な都市構造の形成を

目指します。 

方向性②：歩いても暮らせる魅力的な都市環境の
形成 

・まちなかにおいて徒歩や公共交通で暮らせる都

市づくりを目指します。 

・酒田の歴史・文化を享受できる都市的生活を可

能とする、都市型居住の推進を目指します。 

方向性③：地域活力や交流を生み出す都市拠点
の形成 

・市街地中心部の拠点性の維持・向上や、各地域

（八幡・松山・平田）における個性を活かした

都市づくりと生活を支える拠点の維持、さらに

は拠点間をつなぎ交流を生み出す交通軸の維

持・改善を目指します。 

方向性④：地域の魅力が感じられ、誰もが 

 

・各地域の特徴的な歴史・文化や豊富な緑と水を

活かして、誰もが住みたい・住み続けたいと思

えるような都市づくりと、災害にも強く、安心

して暮らせる安全な都市づくりを目指します。 

５－２ 課題解決の方向性 
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６．将来都市像 

６．将来都市像 
６－１ 将来都市像及び基本ビジョン（目標） 
上位計画である酒田市総合計画における「めざすまちの姿」や、八幡・松山・平田地域の地

域振興の基本方針と分野別施策を示した酒田市過疎地域自立促進計画における「地域別の整備

方針」などを踏まえつつ、将来都市像及び基本ビジョン（目標）を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

●「将来都市像」は、地域間の交流・連携＝「つながり」、市街地・郊外・中山間地の生活・

歴史・自然の融和＝「調和」、新総合計画のめざすまちの姿を表す合言葉「～共に創る～」

＝「共創」を盛り込んだものです。 

 

都市づくりの課題とその解決の方向性を踏まえて、将来都市像の実現を図るために、以下の

３つの基本ビジョン（目標）を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●「コンパクト都市」は、将来都市像の「調和」を受けて、人口減少や市街地の低密度化、高

齢社会に対応した都市づくり、既存ストック※や低・未利用地を有効活用した都市機能※・居

住の流出に対応した都市づくり、支所周辺の生活利便性の確保や地域コミュニティ※の維持

に対応した都市づくり、良好な居住環境を活かした都市づくり、災害に強い都市づくり、な

どを目指すものとして設定します。 

●「交流都市」は、将来都市像の「つながり」を受けて、物流拠点や交通結節点等の優位性を

活かした多様な産業の維持・充実に対応した都市づくり、都市と農山村地域の共生・交流を

生む都市づくり、などを目指すものとして設定します。 

●「田園・歴史文化都市」は、将来都市像の「調和」を受けて、各地域の地域特性や歴史・文

化を活かした都市づくり、森林や海岸などの豊かな自然環境や田園地帯の良好な農業生産環

境と調和した都市づくり、自然災害に備えた都市づくり、などを目指すものとして設定しま

す。 

■将来都市像 

   

コンパクト都市 

市街地の無秩序な開発を 

抑え、既存の市街地の 

有効活用を図ることにより、 

コンパクトで快適、安全、便利 

な市街地が持続的に形成 

される都市を目指します。 

交流都市 

陸・海・空の広域交通機能 

を有効に活用するとともに、 

市内各所や庄内地域との 

繋がりを生み出し、生活を 

支え、賑わいと活力に 

満ちた都市を目指します。 

田園・歴史文化都市 

これまで培ってきた歴史・文化・ 

自然を大切にし、各地域の魅力 

ある自然・地勢や歴史的な 

建築物・資源などを活かして、 

自然豊かで歴史文化が薫る 

都市を目指します。 

「つながりと調和が織り成す 共創のまち酒田」 

■基本ビジョン（目標） 

６．将来都市像 

６－１ 将来都市像及び基本ビジョン（目標） 
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６．将来都市像 

 

６－２ 取り組みの方向性 
基本ビジョン（目標）の実現に向けた取り組みの方向性を、地域の特性や強みを踏まえて、

次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

   コンパクト都市 交流都市 田園・歴史文化都市 

《将来都市像及び基本ビジョン》 
「つながりと調和が織り成す 共創のまち酒田」 

市
全
域 

酒
田 

八
幡 

松
山 

平
田 

自然環境に恵まれた田園型都市づくり 
 庄内平野、山・海岸林などの自然を守り、そ
の魅力を活かしたまちづくりを進める 

 自然災害に備えた都市づくりを進める 

 
 各地域で独自に育まれた歴史・文化などを
大切にした魅力的な都市づくりを進める 

広域交通結節点の優位性
を活かした都市づくり 
 陸・海・空の広域交通機能を有
効活用した交流拠点の形成 

 市内各所や拠点間、地域
内の繋がりの維持・確保 

交流や市民
生活を支える
交通ネットワ
ークの構築 
 地 域 内 か ら

「生活を支え

る拠点」への

移動手段を維

持・確保 

 地域コミュニテ

ィや地域の支

え合いによる

移動手段の

維持・確保 

地 域 間 の
「交流を生
み 出 す 拠
点」の形成 

 各地域の特

性や支所周

辺の交通結

節機能を活

かし、交通・

観光交流を

促進する拠

点を形成 

《取り組み 
の方向性》 

賑わい・活力を生む産業 

・物流拠点の形成 
 交通利便性等を活かし、産
業・工業集積や広域観光
誘客などの拠点を形成 

良好な住環境の維持 

市街地内の高次都市機
能をつなぐ交通軸の維持 

交流や市民生活を支える
交通 の構築 
 住宅市街地の各所から中
心部の拠点や市街地内へ
のアクセス性向上を図る 

安全で安心な都市づくり 

無秩序な開発の抑制と 

既成市街地の有効活用 
 これまで形成してきたコンパクト
な市街地を維持 

利便性の高い都市づくり 
 多様な機能が集積した拠点形
成を図る 

安全で快適な交通体
系の形成 

中心部の機能強化 
 市内各所や広域からの利用が
見込まれる多様な機能の集積
を図る 

市街地内の高次都市機能
の有効活用 

まちなか居住の推進 
 安全でゆとりある住環境と、湊
町の文化や歴史が感じられる酒
田でしかできない暮らしの両立を
実現 

既成市街地の維持 

 支 所 周

辺の既成

市街地の

維持 

 農 山 村

集落、中

山 間 地

域 内 集

落 の 維

持・振興 

地域における「生活を
支える拠点」の維持 

 各地域において、生活

に欠かせない行政・医

療・金融・商業などの身

近な機能が集積する拠

点を維持 

 中山間地域等において

将来に渡り暮らしていけ

るために、地域コミュニテ

ィや地域の支え合いによ

る生活サービスを維持 

交通拠点の機能強化 

自然災害に備えた都市づくり 

市街地を取り囲む農地・砂防林や貴
重な自然資源の保全 

湊町酒田の象徴的な歴史・文化資
源を活かした景観・都市づくり 

地域の歴史資源や自然
資源を活かした地域づくり 

農地・山林
の保全や豊
かな自然を
活かした住
環境の維持 

城下町としての街並み景
観や文化遺産・名所旧跡
を活かした地域づくり 

「農」を基盤とした「食」の
産業を活かした地域づくり 

■取り組みの方向性 

６－２ 取り組みの方向性 
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７．将来都市構造 

７．将来都市構造 
７－１ 将来都市構造の構築に向けた基本的な考え方 
「将来都市像」及び「基本ビジョン（目標）」に基づき、将来の望ましい都市の構成を空間

的・概念的に示す「将来都市構造」を設定します。本市が目指す「将来都市構造」は、単なる

一極集中のコンパクトシティではなく、既存の機能集積や拠点性を有効活用し、地域間・拠点

間を繋ぐ「酒田版コンパクト＋ネットワークの都市構造」です。 

この都市構造を「酒田市の木」である「ケヤキ」の姿に例え、「けやき型都市構造」と称す

ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「けやき型都市構造」とは、本市が目指す将来都市構造であり、「幹」と「根」は市街地エリアと中心市街

地、「葉」は自然及び田園エリア、「枝」は地域・拠点間をつなぐ交通ネットワーク※、「土」と「光」は市内外を

つなぐ広域の交通ネットワーク※を表しています。 

ケヤキの木が、土から根を通じて幹、枝、葉へと全体に水分や養分を与え、また、葉が光を浴びて養分を

作り出し、枝や幹、根に養分を運ぶように、各地域がお互いに支え合いながら強く生きていくことで、人口が

減少する中でも都市活力の維持・向上を図りながら、誰もが住みやすい・住み続けられる都市の姿をイメー

ジしたものです。 

中心市街地

八幡地域 松山地域

平田地域

市街地

自然 ・ 田園自然 ・ 田園

自然 ・ 田園

自然 ・ 田園

地域 ・ 拠点間の
移動を支える交通ネットワーク

広域の移動を支える交通ネットワーク

広域の移動を支える交通ネットワーク

酒田地域

《将来都市構造》 「けやき型都市構造」 
（酒田版コンパクト＋ネットワークの都市構造） 

７．将来都市構造 

７－１ 将来都市構造の構築に向けた基本的な考え方 

コンパクト都市 

・コンパクトな市街地 

・都市づくりの拠点性 

田園・歴史文化都市 

・各地域の特色ある

都市づくり 
交流都市 

・交流の拠点性 

・交通ネットワーク 

■「けやき型都市構造」 のイメージ 

「ケヤキ」と山居倉庫 
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７．将来都市構造 

７－２ 将来都市構造の構成 
「けやき型都市構造」としてイメージした都市の姿を基にし、土地利用区分、拠点、都市軸

（ネットワーク）の３つの要素を踏まえた目指す将来都市構造の構成は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■「将来都市構造」の概念図 

一極集中のコンパクトシティを目指すものではありません 
・酒田地域郊外部（市街化調整区域※等）や八幡地域・松山地域・平田地域から酒田中心部

に都市機能※や住宅を集約するものではありません。 

７－２ 将来都市構造の構成 

「けやき型都市構造」 （酒田版コンパクト＋ネットワークの都市構造） 

中心拠点の機能強化や低未利用対策（まちなか居住等）を図るとともに、その周辺を取り囲む住宅市街

地の良好な住環境を守っていくことで、これまで形成してきた 「コンパクト」 な市街地を維持します。 

また、各地域における生活を支える拠点の機能維持や自然・歴史・文化を活かした特色ある都市づくりを進

め、生活拠点と中心拠点の地域間や、市内各所と拠点を結ぶ交通ネットワーク※の維持・充実を推進します。 

これらにより、人口が減少する中でも都市活力の維持・向上を図りながら、誰もが住みやすい・住み続けられる

都市の実現につなげていきます。 

中心拠点

地域
生活拠点

地域
生活拠点 地域

生活拠点

市街地ゾーン 田園共生
ゾーン

自然環境保全ゾーン

機能強化や低未
利用対策（まちな
か居住等）

市街地の
良好な住環境
の維持

生活と交流を
支える拠点
の維持

生活と交流を
支える拠点
の維持

生活と交流を
支える拠点
の維持

各地域における
自然・歴史・文
化を活かした特
色あるまちづくり

市街地内での多様な機
能・拠点の維持・形成

主要拠点
連携軸

産業 学術

交流

広域広域 防災

地域間連携軸

広域連携軸

八幡地域 松山地域
平田地域

酒田地域
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７．将来都市構造 

 

コンパクトな市街地を維持し、都市と自然とが健全に調和し秩序ある土地利用を促進するた

め、市域を構成する基盤となる「土地利用区分（地域別の方向性）」を設定します。 

その上で、都市の利便性や生活と交流を支える都市づくりに向けて、地域ごとの特性に応じ

て都市機能※が集積した「拠点」に加え、都市活動の活発化と市民交流を円滑にする「都市軸

（ネットワーク）」を配置します。 

 

（１）土地利用区分（地域別の方向性） 
土地利用区分（地域別の方向性）については、上位計画である酒田市国土利用計画に基づき、

市街地ゾーン（都市地域）、田園共生ゾーン（農山村地域）、自然環境保全ゾーン（自然維持地

域）に区分します。 

 

①市街地ゾーン（都市地域） 

市街地ゾーンは、一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある地域です。

無秩序な土地利用を抑制し、良好な都市環境の確保並びに機能的な都市基盤※の整備等に配

慮し、コンパクトな都市づくりを進めるとともに、交通ネットワーク※整備により、市街地

と農山村との相互の機能分担、交流・連携を推進します。 

中心市街地については、商業、医療と福祉、行政の中心的な機能の集積を進め、その周辺

には居住を誘導するとともに、高齢者など誰もが暮らしやすいコンパクトな都市を形成し、

歩いても暮らせる都市づくりへの環境整備を進めます。 
 

②田園共生ゾーン（農山村地域） 

生産性の高い営農基盤を充実させ農業の振興を図るとともに、観光振興による交流人口の

拡大を進めます。また、集落等の居住地域については、定住策を推進しつつ、良好な集落環

境の維持に努めるため、都市的な土地利用を抑制し、良好な集落環境を保全します。 

農用地については、その保全及び耕作放棄地の発生の抑制や解消に努めるとともに、農業

生産基盤の整備を計画的に進めて優良農地の確保と有効利用を図ります。また、酒田地域の

市街化調整区域※は、市街地周辺の田園や砂防林を保全し、乱開発の防止に努めます。 
 

③自然環境保全ゾーン（自然維持地域） 

貴重な自然資源を有し鳥海国定公園に指定されている鳥海山、飛島地区並びに庄内海岸砂

防林、及び出羽丘陵地域は、自然環境保全に努めるとともに、鳥海山・飛島ジオパークの推

進、自然体験型の観光振興に取り組みます。 

また、周辺の中山間地域※内集落は、定住環境の向上に努めるとともに、自然環境の維持

及び保全再生に取り組みながら、地域の特色を活かした交流促進を図ります。 

森林については、自然環境問題に対する関心の高まりや、国土保全、水資源かん養、自然

環境の保全などの公益的機能を総合的に発揮できるように、その適正な維持管理を図りつつ、

気軽に自然とふれあえる体験学習やアウトドア型レクリエーション活動の場などとしての

活用を進めます。 
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７．将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
自然環境保全ゾーン（自然維持地域） 

土
地
利
用
区
分 

田園共生ゾーン（農山村地域） 

市街地ゾーン（都市地域） 

■土地利用区分図 
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７．将来都市構造 

（２）拠点 
都市や地域の中心、産業や交流の中心となる拠点を配置します。 

拠点 拠点の役割 拠点地区名 求められる都市機能※など 

中心拠点 市街地を適正な規模にとどめ、既存

市街地を有効に活用するとともに、広

域かつ高次都市機能※の集積を図る

ことで、都市全体や広域の便利で快

適な生活を支える都市サービスの効

率的な提供や、都市の活力・魅力や

にぎわいを生み出す、多くの人が集い・

にぎわう拠点。 

中心市街地地区 

 

酒田駅周辺地区と中町

周辺地区を含むエリア 

行政機能や商業・サービ

ス機能、業務機能、文

化・芸術・エンターテイメン

ト機能、レクリエーション機

能、産業機能、観光・交

流機能など、多様な高次

都市機能※ 

広域的 

都市機能 

拠点 

都市全体や広域の暮らしやすさを支

える高次都市機能※のうち、地区の特

性に応じた機能の集積を図り、円滑・

効率的に都市サービスを提供する拠

点。 

酒田駅周辺地区 玄関口機能、交通結節

機能、にぎわい交流機

能、まちなか居住機能など 

中町周辺地区 公共公益機能、商業機

能、医療機能、交通結節

機能、金融機能など 

日本海総合病院 

周辺地区 

地域の中核病院や市内

最大規模の商業施設が

立地する医療・交流拠点 

地域生活 

拠点 

地域の特性や人口規模などに応じ

て、地域の生活や活動、コミュニティ※

を支える、身近で基本的な都市機能
※の維持・充実を図り、暮らしやすさを

支える拠点。 

八幡総合支所周辺地区 

松山総合支所周辺地区 

平田総合支所周辺地区 

市民の日常生活を支える

行政機能や交通結節機

能、商業機能、医療機

能、金融機能などの身近

で基本的な都市機能※ 

観光・交流 

拠点 

各地域の自然や歴史・文化、食など

の魅力ある地域資源それぞれの特性

を活用し、鉄道や高速道路等の広域

高速交通網も活かしながら、観光交

流を促進する拠点。 

酒田港本港・山居倉庫

周辺地区 

日和山周辺地区 

庄内空港 

八幡総合支所周辺地区 

松山総合支所周辺地区 

平田総合支所周辺地区 

飛島 

交通結節機能、観光・交

流機能、観光案内・情報

提供機能など 

学術拠点 大学が持つ学術・研究機能との連携

により、地域の課題解決などを推進す

ることで、産学官の連携や学術をけん

引する拠点。 

東北公益文科大学 

周辺地区 

学術・研究機能 

産業・物流 

拠点 

様々な産業集積や新たな産業立地

の動き、鉄道・港湾・高速道路の結

節点としての交通利便性等の優位性

を活かして、地区の特性にあわせた産

業・物流の拠点。 

酒田臨海工業団地 

酒田港北港 

大浜臨海工業団地 

川南工業団地 

京田西工業団地 

産 業 機 能 （ 工 業 団

地）、物流機能など 

防災拠点 消防本署を中心とした安全安心な防

災の拠点。 

（仮）総合防災センタ

ー周辺地区 

消防防災機能 
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７．将来都市構造 

（３）都市軸（ネットワーク） 
①広域連携軸 

市内外や空港・港湾・駅等の交通拠点をつなぐ高速道路・地域公共交通（鉄道・路線バス

等）を広域連携軸と位置づけ、本市の都市活動の基幹となる情報・物資の広域的な連携の強

化を図ります。 

 

②地域間連携軸 

生活拠点と中心拠点や広域都市機能拠点との間を結ぶ道路・地域公共交通（鉄道・路線バ

ス・離島航路等）を地域間連携軸と位置付け、地域住民の日常生活における利便性、アクセ

ス※性の向上を図ります。 

 

③主要拠点連携軸 

広域的都市機能拠点である「酒田駅周辺地区」と「中町周辺地区」と「日本海総合病院周

辺地区」をつなぐ道路・地域公共交通（路線バス等）を主要拠点連携軸と位置づけ、円滑・

効率的な都市サービスの提供に向けて、異なる特性を持つ地区間の連携強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

拠 

点 

都
市
軸 

中心拠点 

広域的都市機能拠点 

地域生活拠点 

学術拠点 

観光・交流拠点 

産業・物流拠点 

防災拠点 

地域間連携軸 

広域連携軸 

主要拠点連携軸 

■拠点と都市軸の構造図 
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７．将来都市構造 

７－３ 将来都市構造図 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

７－３ 将来都市構造図 
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７．将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠 

点 

都
市
軸
（
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
） 

中心拠点 

広域的都市機能拠点 

地域生活拠点 

学術拠点 

観光・交流拠点 

産業・物流拠点 

防災拠点 

地域間連携軸 

広域連携軸 

主要拠点連携軸 

主要地方道（県道） 

鉄道 

一般国道 

高規格幹線道路※ 

自然環境保全ゾーン（自然維持地域） 

土
地
利
用
区
分 

田園共生ゾーン（農山村地域） 

市街地ゾーン（都市地域） 
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８．都市づくりの方針 

８．都市づくりの方針 
現行都市計画マスタープラン（平成 14 年）の「まちづくりの方針」の各分野における取り

組み状況や、「社会情勢の変化と将来展望」、「都市づくりの課題」などを踏まえて、「土地利用」

「交通体系」「景観」「緑と水」「都市防災」「その他都市施設※」の６分野の取り組みにより、

本市における将来の都市づくりの実現を目指すこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土
地
利
用 

交
通
体
系 

景
観 

緑
と
水 

都
市
防
災 

【酒田都市計画】 【八幡都市計画】 

土地利用の方針 

市街地整備 

の方針 

交通体系整備 

の方針 

都市景観形成 

の方針 

緑と水の方針 

土地利用の方針 

市街地開発及び 

再開発の方針 

景観形成 

の基本方針 

自然環境の保全 

及び活用の方針 

防災及び安全性 

の向上に関する 

方針 

都市施設の 
整備方針 

現行都市計画マスタープラン（H14） 
のまちづくりの方針 

 土地利用コントロールにより、市街地の拡大
を抑えたコンパクトな市街地を形成 

 酒田港・空港・高速道路などの機能を活か
した土地利用により産業振興等に貢献 

 都市機能の維持・集積を図ってきている 
 中心市街地の活力・機能の低下が顕著 

 計画的な市街地開発事業等により、無秩
序な郊外開発が抑制された市街地を形成 

 人口減少等により開発圧力が低下する
中、新たな市街地開発事業等ではなく、既
存の都市機能や拠点を活かした取り組みや
低未利用地への対応が必要 

 広域交通網の整備、広域拠点の機能強化が図られている 
 1市3町の合併により地域間の交流促進やネットワーク形成の
重要性が高まっている 

 高齢化の進展により公共交通の重要性が高まる 
 市街地内の拠点間を繋ぐ道路で未整備区間が残る 
 長期にわたり未着手となっている都市計画道路 

 景観計画及び景観条例を策定し、市一体
の景観施策を推進 

 合併や酒田の歴史・文化・自然の再認識・
評価を踏まえて、多様な景観資源を活かし
た景観施策が求められている 

 公園や緑地の保全・整備により、緑と水の
空間を形成してきた 

 豊富にある身近な緑と水を有効活用して、
親水空間やレクリエーション空間の充実が求
められる 

 都市火災への「備え」の必要性が再認識さ
れている 

 加えて、近年、大地震とそれに伴う津波被
害や、豪雨災害、土砂災害等が頻発して
おり、自然災害に対する「備え」の必要性が
高まっている 

 下水道や廃棄物処理施設等の都市施設
の整備推進に加え、既存施設の長寿命化
対策等が必要 

 公共施設の適正な配置と維持管理が必要 

公園・緑地 

道路・交通網 

防災性の高い 
市街地形成 

〈H14以降の都市づくり動向〉 

８．都市づくりの方針 
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８．都市づくりの方針 

 

市域全体を俯瞰する意味合いから、各分野の「基本的な考え方」は市域全域を対象とし、そ

の上で、都市計画区域※における各分野の整備方針を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

   

土
地
利
用 

交
通
体
系 

景
観 
緑
と
水 

都
市
防
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コンパクト 

都市 
交流都市 

田園・歴史 

文化都市 

「つながりと調和が織り成す 共創のまち酒田」 
《基本 

ビジョン》 
《将来都市像》 

湊町酒田の象徴的な歴史・
文化資源を活かした景観・
都市づくり 

各地域の歴史資源や自然
資源を活かした地域づくり 

自然環境に恵まれた田園型
都市づくり 

市街地を取り囲む農地・砂
防林の保全 

地域の歴史文化を活かした
都市づくり 

農地・山林の保全や、豊か
な自然を活かした住環境の
維持 

広域交通結節点の優位性
を活かした都市まちづくり 

地域間の「交流を生み出す

拠点」の形成 

賑わい・活力を生む産業 

・物流拠点の形成 

《取り組み 

の方向性》 

良好な住環境の維持 

市街地を取り囲む農地・砂
防林や貴重な自然資源の
保全 

自然環境に恵まれた田園型
都市づくり 

良好な住環境の維持 

良好な住環境の維持 

安全で安心な都市づくり 

良好な住環境の維持 

自然災害に備えた都市づく

り 

《都市づくりの方針》 

平田
地域 

酒田
地域 

八幡
地域 

松山
地域 

都市計画区域 

土地利用の 

基本的な考え方 

土地利用 
の方針 

交通体系の 
基本的な考え方 

交通体系 
の方針 

景観の 
基本的な考え方 

景観 
の方針 

緑と水の 
基本的な考え方 

緑と水 
の方針 

都市防災の 
基本的な考え方 

都市防災 
の方針 

その他都市施設などの 

基本的な考え方 

その他 

都市施設 

などの 

方針 

《将来都市構造》 
「けやき型都市構造」 

利便性の高い都市づくり 

無秩序な開発の抑制と既成
市街地の有効活用 

「生活を支える拠点」の維持 

良好な住環境の維持 

中心部の機能強化 

高次都市機能の有効活用 

まちなか居住の推進 

既成市街地の維持 

安全で快適な交通体系の

形成 

交流や市民生活を支える交
通 の構築 

市街地内の高次都市機能
や拠点を繋ぐ交通軸の維持 

交通拠点の機能強化 

地域・拠点間の移動を支え
る交通ネットワークの構築 
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８－１ 土地利用の方針 
（１）土地利用の基本的な考え方 

深刻化する人口減少・高齢社会に対応し、持続可能な都市

づくりを進めていくために、市街地の無秩序な拡大を抑え、

既存の都市機能※の有効活用を進めます。また、市街地内に

ある様々な拠点の機能の再整備・充実を図りながら、各々の

連携を強化することで、コンパクトで快適・便利な市街地の

形成を進めます。 

 

中心市街地における居住や都市機能※の維持・強化や、地

域生活拠点における身近な生活機能の維持、市街地全体での

良好な生活環境と産業活動とのバランスに配慮した土地利用

を図ります。また、農村集落の維持・振興や田園・砂防林・

森林の保全、乱開発の防止に努めるとともに、市街地とメリ

ハリのある適切な土地利用を図ります。 

 

酒田港や庄内空港、高速道路、地域高規格道路、東北公益

文科大学などの本市の優位性・活力源となる機能を有効に活

用した土地利用を進めます。 

 

市街地内にランダムに発生し増加傾向にある空き家・空き

地などの都市の低密度化に対応した土地利用を進めます。ま

た、学校統合等により発生する大規模な未利用空間の有効活

用を図ります。 

 

本市の持続的発展に向けた拠点整備の活用が想定される大

規模未利用空間や、用途地域※と現況の土地利用にかい離が

見られるエリアなどについて、将来の見通しや地域の実情を

踏まえ、地域住民等との協議を行いながら、都市計画の見直

しを検討します。 

 

 

  

既存の都市機能※を有効活用し

たコンパクトで快適・便利な市街

地の形成 

住・商・工等の都市的土地利用

と自然的土地利用のバランスが

とれた適切な土地利用 

本市の優位性・活力源となる機

能を有効に活用した土地利用を

推進 

将来の見通しや地域の実情を踏

まえた都市計画の見直しを検討 

都市の低密度化に対応した土地

利用の推進と、大規模未利用空

間の有効活用 

８－１ 土地利用の方針 
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（２）土地利用の方針 
将来都市構造を構成する市街地ゾーン（都市地域）、田園共生ゾーン（農山村地域）、自然環

境保全ゾーン（自然維持地域）についての土地利用の方針を定めます。 

 

 

 

市街地ゾーン（都市地域）内の土地利用を 7種類に区分して配置します。 

土地利用の区分 区分の説明 

中心市街地 
新井田川・JR羽越本線・JR貨物臨港線・酒田港・国道 112号・県

道吹浦酒田線に囲まれたエリア 

 中心商業・業務地 中心市街地内の商業地域等を含む中町周辺地区と酒田駅周辺地区 

中心住宅市街地 
中心市街地内の商業・業務系、工業系土地利用が主となる地区を

除いた住宅系市街地 

周辺市街地 
中心市街地の周辺に位置し、主に土地区画整理事業※や民間の開発

行為※により整備された市街地 

 沿道商業・業務地 主な幹線道路の沿道の商業地域等 

周辺住宅市街地 周辺市街地内の住宅系市街地 

一般市街地 市街地内の中心市街地及び周辺市街地を除いたエリア 

 地域商業・業務地 八幡地域の商業・業務系市街地 

一般住宅地 
中心市街地、周辺住宅市街地、商業系・業務系・工業系土地利用

が主となる地区を除いた住宅系市街地 

工業地 工業系用途地域※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

①市街地ゾーン（都市地域） 

中心商業・業務地 

市街地ゾーン（都市地域） 

中心 

市街地 

周辺 

市街地 

一般 

市街地 

中心住宅市街地 

沿道商業・業務地 

周辺住宅市街地 

地域商業・業務地 

一般住宅地 

工業地 
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これまで形成してきた「コンパクト」な市街地を維持するために、中心市街地（中心拠点）

では、都市機能※や居住の適切な配置を図ります。 
 

１－１）中心商業・業務地 

 

 

市内各所及び広域からアクセス※しやすい交通結節機能や、行政・医療・商業等の高

次都市機能※、観光・交流機能が集積している既成の市街地を有効に活用していくとと

もに、酒田駅周辺地区や中町周辺地区等を含むエリアにおける、都市機能※の維持・充

実を図ります。 

都市機能※の維持・充実に向けた拠点整備を図る上で、学校統合等により発生する大規

模な未利用空間の有効活用を図ります。また、そのために必要な都市計画（用途地域※

など）の見直し・指定を検討します。 

 

 

 

コンパクトで快適・便利な市街地の形成に向けて、中心市街地内の「中町周辺地区」

「酒田駅周辺地区」「酒田港本港・山居倉庫周辺地区」「日和山周辺地区」などの多様な

拠点間の連携を強化し、まち全体の魅力や回遊性の向上を図ります。 

 

【拠 点】 
■酒田駅周辺地区（広域的都市機能拠点） 

酒田駅周辺地区は、鉄道や路線バスの交通結節点であ

り、市内各所や周辺地域から多くの市民・来訪者が集ま

る場所となっています。鉄道を利用して本市を訪れる

方々が酒田のイメージを最初に形づくる「都市の顔」と

しての重要性が更に高まっており、景観や利便性につい

て向上を図っていく必要があります。また、低・未利用地を有効活用し、にぎわい交流

機能・教育文化機能・交通結節機能・まちなか居住機能などの集積を図る地区として位

置付け、機能の強化などを含めた酒田駅周辺地区の再整備を進めます。 

 

■中町周辺地区（広域的都市機能拠点） 

中町周辺地区は、商業をはじめ金融、医療、行政等の

機能が集積するとともに、近接する酒田港本港・山居倉

庫周辺地区や日和山周辺地区などの観光・交流拠点と一

体となり、多くの人が訪れる広域的都市機能拠点です。 

写真 

（酒田駅周辺） 

写真 

（中町周辺） 

●酒田駅周辺地区及び中町周辺地区等における都市機能※の維持・充実を図ります 

１）中心市街地（中心拠点） 

●中心市街地内の多様な拠点間の連携強化を図ります 
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商業機能・医療機能・金融機能・公共公益機能などの集積を図る地区として位置付け、

既存の都市機能※や低・未利用地を有効活用し、酒田駅周辺地区との連携強化を図りな

がら、中町周辺地区の機能の再整備・充実を進めます。 

 

■酒田港本港・山居倉庫周辺地区（観光・交流拠点） 

酒田港本港地区は、海鮮市場やみなと市場、海洋セン

ター、定期船｢とびしま｣の発着所が立地する観光・交流

拠点であり、「みなとオアシス酒田」に認定されています。 

山居倉庫周辺地区は、歴史・観光資源や観光物産館、

歴史資料館が集積する観光拠点であるとともに、ケヤキ

並木や新井田川と一体となった酒田らしい景観を形成し

ます。 

これら酒田港本港地区と山居倉庫周辺地区の隣接した

観光・交流拠点の機能を有効に活用して、連携を強化す

るとともに、にぎわい・親水機能を生み出す土地利用を

進めます。 

また、商業高校跡地周辺は、山居倉庫に隣接し、空路・

幹線道路からの市街地への玄関口ともいうべき位置にあ

ることから、周辺一体の魅力向上、観光交流機能向上に資する土地利用を進めます。 

 

■日和山周辺地区（観光・交流拠点） 

日和山周辺地区は、港の繁栄の歴史を示す多くの遺物

が点在する日和山公園、明治期の建設といわれる建築遺

産「旧割烹小幡」、酒田市唯一の木造洋風建築である「旧

白崎医院」などが立地する観光拠点です。 

これらの歴史・観光資源等を活用し、隣接する酒田港

本港地区や日吉町の料亭街と一体となった土地利用を進

めます。 

 

１－２）中心住宅市街地 

 

 

中心市街地内の住宅地は、各拠点とのアクセス※のし

やすさに加え、防災上安全なエリアが多く、都市基盤※

や公共交通が充実していること、歴史・文化・観光資源

が多く存在しているといった特徴・強みを備えています。

それらを最大限活かして、若者から高齢者まで幅広い世

代に選択してもらえる居住環境の形成を進めます。 

写真 

（日和山周辺） 

写真 

（中心市街地内 

の住宅地） 

写真 

（酒田港本港周辺） 

写真 

（山居倉庫周辺） 

●中心市街地の特徴・強みを活かし、幅広い世代に選ばれる居住環境の形成を進めます 



 

32 

８．都市づくりの方針 

 

 

 

将来的に高まる高齢者ニーズにも対応した都市環境を形成するために、中心住宅市街

地及びその周辺の住宅市街地の高齢者等の生活を支える場として位置付けます。生活サ

ービスの充実・維持を図るとともに、日本海総合病院周辺の医療・交流拠点へのアクセ

ス※性向上を図ることで、歩いても暮らせる居住環境の形成を進めます。 

 

 

 

中心市街地内の住宅地では、人口減少が深刻であり、間口の狭い敷地条件などにより

建替えや新規開発が進まないことなどから、空き家・空き地が多く発生しています。中

心市街地内の居住人口の維持を目指して、公共・民間を問わず低・未利用地の有効活用

に努め、生活空間としての中心市街地の再整備を図ります。 

 

 

 

中心市街地を取り囲む周辺市街地では、人口拡大期に積極的かつ戦略的な土地区画整理

事業※等を展開することで、良好な都市基盤※の整備と無秩序な郊外開発の抑制を図ってき

ており、引き続きその良好な商業・業務・居住環境の維持・保全を図ります。 
 

２－１）沿道商業・業務地 

 

 

市街地部の沿道については、生活利便性を支える商業

機能や職住近接した業務機能などの立地が行われる地区

として位置付け、背後の住宅地の住環境を保護しつつ、

地域の活気を感じさせる便利で快適な空間の維持に努め

ます。 

 

２－２）周辺住宅市街地 

 

 

主に土地区画整理事業※や民間の開発行為※により整

備された良好な都市基盤※を備え、沿道商業・業務地と

一体となった便利で快適な居住環境が形成されているこ

とから、その維持・保全を図ります。 

写真 

（市街地部の沿道） 

写真 

（周辺住宅市街地） 

●市街地部の沿道は、周辺の住環境に配慮しつつ、生活利便性を支える空間を維持します 

●沿道商業・業務地と一体となった便利で快適な居住環境を維持・保全します 

２）周辺市街地 

●中心市街地において、歩いても暮らせる居住環境の形成を進めます 

●低・未利用地を有効活用して、生活空間としての中心市街地の再整備を図ります 
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一方、将来的には、周辺住宅市街地においても人口減少は避けられないことに加え、

高齢者人口の増加（高齢者世帯、独居高齢者等の増加）が見込まれています。空き家・

空き地の適正な管理や、地域のコミュニティ※活動の促進、市街地内の移動手段の確保

などにより、良好な居住環境の維持・保全に努めます。 

 

【拠 点】 
■日本海総合病院周辺地区（広域的都市機能拠点） 

日本海総合病院周辺地区は、地域の中核病院や市内最

大規模の商業施設が立地する医療・交流拠点として、そ

の多様かつ高次の機能集積を効果的に活用するために、

主要拠点連携軸による中心市街地との連携・役割分担を

図り、市民の多様なニーズに対応できる都市環境の形成

を進めます。 

 

■東北公益文科大学周辺地区（学術拠点） 

庄内唯一の 4年制大学である東北公益文科大学が持つ

学術・研究機能及び飯森山周辺に集積する文化・景観・

観光機能を効果的に活用するために、緑豊かなゆとりあ

る都市環境の保全・継承や、中心市街地との連携強化を

図ります。 

 

■（仮）総合防災センター周辺地区（防災拠点） 

酒田中央インターチェンジと市街地の間には、各消防

分署や日本海総合病院との連携の取りやすさや広域消防

に必要なアクセス※性のよさという立地条件を活かして、

消防本署を中心とした安全安心な防災拠点の形成を進め

ます。 

 

  

写真 

（大学周辺） 

写真 

（日本海総合病院周辺） 
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３－１）地域商業・業務地 

 

 

主要な商業・業務機能としては、国道 344号と県道升田観音寺線との交差点付近や観

音寺地区を中心に集積しており、鳥海八幡中学校付近の国道 345号沿いには沿道型サー

ビスが集積しています。これらにより八幡地域の身近な生活を支える空間が形成されて

いることから、その維持を図ります。 

 

【拠 点】 
■八幡総合支所周辺地区（地域生活拠点） 

八幡総合支所周辺には、行政機能や商業施設（最寄り

品等）、医療施設、金融機関、交通結節機能などが一定程

度集積しているとともに、中心市街地への交通アクセス※

の結節点にもなっており、身近な生活を支える地域生活

拠点の役割を担っています。 

今後も引き続き、周辺の住宅地や農村集落、中山間地

域※内集落の生活を支えるために、必要な都市機能※の維

持を図ります。 

 

３－２）一般住宅地 

 

 

住環境への影響が大きい用途及び形態の建物の立地を

抑制し、日常生活に必要な最寄り品等を扱う商業施設や

公共施設等の住宅以外の施設との共存に配慮しながら、

良好な居住環境の維持を図ります。 

八幡総合支所周辺については、鳥海山の豊かな自然に

恵まれた魅力的で良好な住環境の維持を図るとともに、

農地と宅地の調和や農地の適正な保全を図ります。 

 

 

 

住居系の用途地域※が指定された区域の中で都市的整備がなされておらず、まとまっ

た農地が存在するような地域については、地域住民等と協議しながら都市計画（区域区

分※、用途地域※など）の見直しを検討します。 

写真 

（一般住宅地） 

写真 

（八幡総合支所周辺） 

●八幡地域の身近な生活を支える都市機能※の維持を図ります 

●住宅以外の施設との共存に配慮しながら、良好な居住環境の維持を図ります 

３）一般市街地 

●まとまった農地が存在するような地域については、都市計画の見直しを検討します 



 

35 

８．都市づくりの方針 

 

３－３）工業地 

 

 

高速道路・港湾・空港・鉄道の結節点としての交通利便性等の優位性や、既存の様々

な産業集積や新たな産業立地の動き等の活力源を活かして、地区の特性にあわせた工

業・流通系の土地利用を進めます。 

工場等の撤退など土地利用の転換が進んでいるエリアでは、工場・倉庫と集合住宅が

混在するなど、本来あるべき工場等の生産性の支障になることや、居住環境の悪化が懸

念されることから、都市計画（用途地域※、地区計画※等）の見直し・指定を検討します。 

八幡地域の工場等は、国道 344号以南及び国道 345号以西の地区に集積しており、今

後も引き続き無秩序な広がりを防ぎながら、現状の機能維持を図ります。 

 

【拠 点】 
■酒田臨海工業団地、酒田港北港、大浜臨海工業団地 

（産業・物流拠点） 

古くから酒田の発展を支えてきた酒田港は、山形県唯

一の重要港湾、国際貿易港として重要な役割を果たすと

ともに、広域的なリサイクル物流に対応したネットワー

クの拠点としての役割を担っています。「酒田港」の産業

機能及び物流機能の優位性を活かし、酒田港周辺も含め

た工業・流通系の土地利用を進めます。 

 

■京田西工業団地、川南工業団地（産業・物流拠点） 

高速道路、空港、港湾への交通アクセス※に優れてい

る優位性を活かして、工業・流通系の土地利用を進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

  

写真 

（京田西工業団地） 

写真 

（酒田北港） 

●本市の優位性・活力源となる機能を活かして、活気ある産業活動の環境整備を図ります 

写真提供：山形県港湾事務所 
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農山村集落の人口減少・高齢化傾向が続く中で、営農

基盤の維持・充実や農業振興を図るとともに、各地域独

自の歴史・文化、伝統の継承や庄内地方の特色でもある

庄内平野と屋敷林の保全を図るために、農山村集落の維

持、振興に配慮した土地利用に努めます。 

 

 

 

市街地を取り囲む田園は、砂防林とともに本市の緑の

骨格を成すものであり、乱開発を防ぎ、保全を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海岸沿いに南北の緑のラインを形づくっているクロマ

ツ林は、市街地を取り囲む田園とともに本市の緑の骨格

を成すものです。また、最上川、新井田川、荒瀬川等は

本市の重要な緑と水の空間となっています。これらの自

然環境は適正な維持及び保全を図ります。 

 

 

 

 

市街地内や市街地近郊の自然環境は、市民が気軽に自然とふれあえる親水空間・レク

リエーション空間としての活用を図ります。 

また、地域の特色を活かした交流促進のための地域資源としての利活用や、再生可能

エネルギー資源としての利活用などに努めます。 

 

  

写真 

（農山村集落） 

写真 

（田園） 

写真 

（クロマツ林） 

●市街地を取り囲む田園は、乱開発を防ぎ、保全を図ります 

●自然環境の適正な維持及び保全を図ります 

●農山村集落の維持、振興に配慮した土地利用に努めます 

●市民の親水・レクリエーション空間としての活用を図り、地域資源・再生可能エネルギー資源と

しての利活用に努めます 

②田園共生ゾーン（農山村地域） 

③自然環境保全ゾーン（自然維持地域） 
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都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

中心商業・業務地 

市街地ゾーン（都市地域） 

田園共生ゾーン（農山村地域） 

自然環境保全ゾーン（自然維持地域） 

中心 

市街地 

周辺 

市街地 

一般 

市街地 

中心住宅市街地 

沿道商業・業務地 

周辺住宅市街地 

地域商業・業務地 

一般住宅地 

工業地 

拠点 

広域的都市機能拠点 

地域生活拠点 

観光・交流拠点 

学術拠点 

防災拠点 

中心拠点 

産業・物流拠点 

【土地利用方針図】 
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８－２ 交通体系の方針 
（１）交通体系の基本的な考え方 

道路ネットワーク及び公共交通ネットワーク※により、「広域

連携軸」「地域間連携軸」「主要拠点連携軸」といった将来都市

構造上の都市軸（ネットワーク）の形成を進めます。 

 

本市には、酒田港、酒田駅、庄内空港、日本海沿岸東北自動

車道、新庄酒田道路など陸、海、空の広域的な交通拠点が集中

しています。これらの広域交通ネットワーク※と拠点は、他地

域との交流を促進し、産業や観光の振興を進める上から大変重

要な役割を担うもので、一層整備・充実に努めます。 

 

市内の各地域生活拠点（八幡・松山・平田）と中心市街地等

との間をつなぐ地域間交通ネットワーク※は、地域住民の日常

生活において重要な役割を担っていることから、その利便性及

びアクセス※機能の維持・強化を図ります。 

 

中心市街地をはじめとする市街地内の各拠点を結ぶアクセス

※機能の強化を図ります。さらには将来の交通量や周辺の土地

利用の状況、災害時の緊急輸送や延焼遮断等の防災機能などを

勘案して、安全で快適な交通体系の確保を図ります。市街地内

の道路は、市民生活に密着した生活空間、交流空間としての機

能に着目し、人と車が共存できる、安全で歩きやすい道路とし

て整備を図ります。 

 

都市計画道路※は、長期間にわたり未着手となっている区間

等が存在するほか、社会情勢の変化等に伴い都市計画決定当初

に予定していた道路の機能や役割そのものが変化している路線

もあることから、今後の整備のあり方を検討します。 

 

 

  

他地域との交流促進、産業、

観光振興を進める上で重要

な役割を担う広域交通ネット

ワーク※と拠点の整備充実 

市内の各地域生活拠点間等

をつなぐ地域間交通ネットワ

ーク※の維持、強化 

事業進捗や社会情勢等の変

化を踏まえた都市計画道路※

のあり方を検討 

道路・地域公共交通による都

市軸（ネットワーク）の形成 

市街地内の拠点間をつなぎ、

安全で快適な交通ネットワー

ク※の形成 

８－２ 交通体系の方針 
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（２）交通体系の方針 
①都市軸（ネットワーク）を構成する道路機能及び地域公共交通 

将来都市構造上の都市軸（ネットワーク）を構成する道路機能及び地域公共交通を次の通

り位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市軸（ネットワーク） 

道路機能 地域公共交通 
①広域連携軸 

市内外や空港・港湾・駅等の交通

拠点をつなぐ高速道路・公共交通

（鉄道・路線バス等）を広域連携

軸と位置づけ、本市の都市活動の基

幹となる情報・物資の広域的な連携

の強化を図ります。 

③主要拠点連携軸 

広域的都市機能拠点である「酒

田駅周辺地区」と「中町周辺地区」と

「日本海総合病院周辺地区」をつな

ぐ道路・公共交通（路線バス等）を

主要拠点連携軸と位置づけ、異なる

特性を持つ地区間の連携強化を図

ることで、円滑・効率的な都市サービ

ス提供を図ります。 

②地域間連携軸 

生活拠点と中心拠点や広域都市

機能拠点との間を結ぶ道路・公共交

通（鉄道・路線バス・離島航路等）

を地域間連携軸と位置付け、地域

住民の日常生活における利便性、ア

クセス性の向上を図ります。 

高規格幹線道路 

市内外をつなぐ

日本海沿岸東北

自動車道、新庄酒

田道路などの幹線

道路 

主要幹線道路 

市内外の地域

間をつなぐ国道、主

要地方道などの幹

線道路 

都市幹線道路 

都市の骨格を形

成する都市幹線道

路 

広域幹線交通 

市内外をつなぐ

鉄道や路線バスな

どの広域幹線機能

を担う地域公共交

通 

地域間幹線交通 

市内の地域間を

つなぐ路線バス、離

島航路などの地域

間幹線機能を担う

地域公共交通 

主要拠点間交通 

酒田駅～中町

～日本海総合病

院間の多くの路線

が乗り入れる基幹

的な地域公共交

通 

④地区内交通 

市街地内における各拠点間を結ぶ

アクセス交通や、利便性の高い交通

サービス、生活・交流空間としての機

能の維持・充実を図るとともに、地区

内における最低限度の生活交通サー

ビスの維持・確保を図ります。 

補助幹線道路 

地区内の交通

需要に対応する幹

線道路 

その他区画道路等 

交通機能の他

に、生活空間、交

流空間としての機

能を持つ道路 

市内循環交通 

市街地内を循環

するコミュニティバス※ 

地域内交通 

地区内の日常

生活の移動を支え

るコミュニティバス※・

乗合タクシー※など 
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②道路機能 

１）道路ネットワークの維持・充実 

 

 

 

広域交流・都市間交流の活性化や経済活動の更なる向上、利便性の高い暮らしの確保

に向けて、「広域連携軸」となる高規格幹線道路、「地域間連携軸」となる主要幹線道路、

「主要拠点連携軸」となる都市幹線道路の整備に加え、市民生活に身近な「地区内交通」

は補助幹線道路などの整備を推進し、道路ネットワークの維持・充実を図ります。 

都市軸 構成する道路機能 主な路線名 

広域連携軸 高規格幹線道路 

主要幹線道路 

・日本海沿岸東北自動車道：(都)酒田遊佐線 

・新庄酒田道路 

・国道 7号：(都)宮海広野線 

・国道 47号：(都)酒田余目線 

・国道 112号：(都)豊里十里塚線 

地域間連携軸 主要幹線道路 

都市幹線道路 

・国道 344号：(都)市条線、(都)小泉常禅寺線 

・国道 345号：(都)寺田芹田線 

・主要地方道酒田松山線：(都)本町東大町線 など 

主要拠点 

連携軸 

主要幹線道路 

都市幹線道路 

・主要地方道酒田松山線：(都)本町東大町線 

・一般県道吹浦酒田線：(都)豊里十里塚線 など 

地区内交通 都市幹線道路 

補助幹線道路 

その他区画道路等 

・その他道路 

 

２）道路機能別の整備方針 

■高規格幹線道路 

地域間の交流や連携が重要度を増す中で、本市の都市

活動の基幹となる情報・物資の広域的な連携の強化を図

る上で重要な「広域連携軸」を形成する高規格幹線道路

は、日本海沿岸東北自動車道や新庄酒田道路の早期整備

に向けて取り組みます。 

 

■主要幹線道路 

一般国道や主要地方道等の比較的距離の長い交通を分

担する主要幹線道路については、市域を超える周辺都市

との広域的な交通需要への対応や、市内の各地域生活拠

点（八幡・松山・平田）と中心拠点等との間をつなぐ地

域間ネットワークの形成を図ります。 

写真 

（高規格幹線道路） 

写真 

（主要幹線道路） 

●広域・地域間・主要拠点間の連携及び地区内交通から構成される道路ネットワークの維持・

充実を図ります 
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また、災害時の緊急輸送道路※や市街地における火災時の延焼遮断帯等としての機能

の確保を図ります。 

 

■都市幹線道路 

都市の骨格を形成する都市幹線道路については、都市

拠点への接続性を高め、利便性の高い道路網の形成を図

るとともに、高規格幹線道路及び主要幹線道路との接続

性の向上を図ります。 

市街地内においては、「主要拠点連携軸」の形成に向け

て、「酒田駅周辺地区」「中町周辺地区」「日本海総合病院

周辺地区」などの主要拠点へのアクセス※機能の向上を図ります。また、コンパクトで

快適・便利な市街地の形成に向けて、「中町周辺地区」「酒田駅周辺地区」「酒田港本港・

山居倉庫周辺地区」「日和山周辺地区」などの多様な拠点間の連携を強化し、まち全体の

魅力や回遊性の向上を図ります。 

さらに、酒田港、庄内空港、高速道路、地域高規格道路、酒田駅などの広域交通拠点

と市街地を結ぶアクセス※道路や中心市街地、飯森山地区、川南及び京田西工業団地な

どの拠点を相互に結ぶネットワーク道路の整備、充実を図ります。 

 

■補助幹線道路 

地区内の交通需要に対応するため、主要幹線道路又は

都市幹線道路と区画道路とを連絡し、主要な公共公益施

設への接続性の向上を図ります。 

また、観光客や外国人など他の地域から訪れる方々に

もわかり易いロードサインを検討するなど誰もが安全、

快適に移動ができる空間としての整備に努めます。 

 

■その他区画道路等 

区画道路のうち商店街や住宅街の主要な区画道路につ

いては、交通機能の他に、市民の生活空間、交流空間と

しての機能を合わせ持っており、誰もが安心して歩ける

ユニバーサルデザイン※の歩行空間、人と車が共存でき

るコミュニティ道路の実現に努めます。 

中心市街地内の安全で快適かつ歩いても楽しい歩行空間形成に向けて、引き続き、「中

町周辺地区」「酒田駅周辺地区」「酒田港本港・山居倉庫周辺地区」「日和山周辺地区」な

どの様々な拠点間の連携を強化するために、歩行者空間の整備に努めます。 

安全で快適な交通環境と市民生活の利便性の向上を目指し、市道の新設や狭小幅員道

路の改良並びに側溝整備等の事業を進めます。 

また、小学校周辺等における歩道整備などのハード対策や速度規制などのソフト対策

を組み合わせることにより通学路等における安全・安心の確保に努めます。 

写真 

（都市幹線道路） 

写真 

（補助幹線道路） 

写真 

（中心市街地内の 

歩行空間） 
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３）長期未着手都市計画道路※等の整備促進と適正な見直し 

本市では、酒田都市計画道路 44 路線（延長 122,690ｍ）、八幡都市計画道路 7 路線（延

長 8,090ｍ）を都市計画決定しており、順次整備を進めています（酒田都市計画道路で整

備率は 67.14％、八幡都市計画道路で整備率は 55.9％）。今後は、都市軸の形成に向けて、

現在事業中の路線（(都)豊里十里塚線等）や今後の事業化を予定している路線（(都)本町

東大町線等）の整備に取り組みます。 

一方、長期間にわたり未着手となっている区間等が存在するほか、人口減少・少子高齢

化等の社会情勢の変化等に伴い都市計画決定当初に予定していた道路の機能や役割そのも

のが変化している路線もあります。このため、道路網としての交通機能、空間機能（都市

環境、都市防災）、市街地形成機能などの視点から、路線ごとの役割や段階構成を明確にす

るとともに、道路整備にかかる費用とその効果、地域の要望等を総合的に勘案しながら、

都市計画道路※の見直しを進めます。 
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【道路機能方針図】 

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例

高規格幹線道路 

都市幹線道路 

補助幹線道路 

主要幹線道路 

その他区画道路等 

道路機能別の構成 都市軸 

広域連携軸 

地域間連携軸 

主要拠点連携軸 
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③地域公共交通 

１）鉄道とバスなどが連携した公共交通ネットワークの構築 

 

 

将来都市構造の都市軸の形成や人口減少・少子高齢社会における移動手段の確保に向

けて、「酒田市地域公共交通網形成計画※」と連携しながら、市内の鉄道・バスなどの各

交通モード※の役割分担を明確にし、それらが酒田駅等で結節した公共交通ネットワー

クの再構築を図ります。 

高品質サービス（定時性・速達性・快適性）の提供を実現する「広域幹線交通」の位

置付けを行うとともに、地域間をつなぐ「地域間幹線交通」や、交通不便地域を解消す

るため地域内の移動を確保し幹線交通へ接続する「地域内交通」を定めます。また、定

時定路線型の乗合交通を導入できない地域については、タクシーを柔軟かつ弾力的に活

用した交通サービスを検討します。 

庄内北部定住自立圏において、圏域内の住民の日常生活の利便性の向上及び交流人口

の拡大を図るため、新たな地域公共交通の導入の検討を進めます。 

 

都市軸 
地域公共交通 

の階層 
交通モード※ 

広域連携軸 広域幹線交通 鉄道（JR羽越本線・JR陸羽西線） 

路線バス 

・酒田・鶴岡線、酒田・湯野浜線 地域間連携軸 

 地域間幹線交通 路線バス 

・余目線、観音寺線、山寺川先線、十里塚・古湊線 

離島航路（定期船「とびしま」） 

主要拠点 

連携軸 

 

主要拠点間交通 

（酒田駅～中町～

日本海総合病院） 

路線バス 

・多くの路線が乗り入れる基幹公共交通（日 30 本

以上の運行頻度） 

地区内交通 市内循環交通 市営バス（コミュニティバス※） 

・るんるんバス（市内循環線、酒田駅大学線、海鮮

市場かんぽ線、古湊砂越駅線） 

地域内交通 市営バス（コミュニティバス※） 

・ぐるっとバス（八幡地域運行）、平田ワンコイン

バス（平田地域運行） 

乗合タクシー※（デマンドタクシー） 

タクシー活用 など 

 

  

●交通体系全体の利便性向上を図る公共交通ネットワークを構築します 
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８．都市づくりの方針 

 

２）地域公共交通階層別の整備方針 

■広域幹線交通 

酒田駅を起点に市内外をつなぐ鉄道・路線バス等の広

域幹線交通は、高品質サービス（定時性・速達性・快適

性）の維持・確保を図ります。 

 

■地域間幹線交通 

各地域と市街地をつなぐ交通として、広域幹線交通に

次ぐサービス水準や主要拠点へのアクセス※性の維持・

確保を図ります。 

 

■主要拠点間交通 

主要拠点間は、多くの路線バスが乗り入れる基幹公共

交通（日 30本以上の運行頻度）となっていますが、地域

公共交通網を見直し・再編し、主要拠点間の更なる利便

性向上を図ります。 

 

■市内循環交通 

市街地内における利便性の高い生活交通の確保に向け

て、中心市街地及び周辺市街地内の住宅地や主要拠点、

商業施設、医療施設などを循環する市内循環交通の維

持・充実を図ります。 

 

■地域内交通 

「ぐるっとバス（八幡地域運行）」「平田ワンコインバ

ス（平田地域運行）」「乗合タクシー※（デマンドタクシ

ー）」などの地域内交通により、各集落から地域生活拠点

や主要拠点への移動手段を確保し、日常生活で最低限必

要なサービスの維持・確保を図ります。 

 

３）地域公共交通網の再編 

本市における地域公共交通の全体を見渡し、中心部・郊外部・中山間部の各エリアによ

り異なる課題・問題点を捉え、効率的かつ効果的な地域公共交通に再構築するため、地域

公共交通全体の路線再編が必要となっています。そうした背景を踏まえ、利用者にとって

より利用しやすい交通環境を構築するとともに、将来都市構造上の都市軸形成を実現する

ために、地域公共交通網の再編を図ります。 

 

写真 

（福祉乗合タクシー） 

写真 

（るんるんバス） 

写真 

（路線バス） 

写真 

（鉄道） 
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④交通拠点 

 

 

山形県唯一の国際貿易港である酒田港については、国

際物流拠点「酒田港」に向けて、国際ターミナルの有効

活用や岸壁延伸をはじめとする施設整備、機能拡充を進

めます。 

 

 

 

 

 

 

酒田駅は、鉄道・バスの結節点であり、利便性向上と

機能強化のため、酒田駅周辺のバス停の集約を図り、安

全で快適にバスを待つことができる環境づくりを進めま

す。また、駅西口及び東口の駅前広場と駐輪場の整備を

進めます。また、多くの市民による酒田駅周辺地区への

来街機会を創出し、当該地区の活性化に資することを目

指して、駐車場の整備を進めます。 

 

 

 

庄内空港については、平成 18年に東京線が 1日 4便就

航になり、機体の中型化など利便性向上が図られていま

す。引き続き 5便化や路線の拡充、滑走路の延長、格安

航空会社（LCC）の定期便就航、空港からの二次交通の充

実などに努めます。 

 

 

  

写真 

（酒田駅前） 

写真 

（庄内空港） 

写真 

（酒田港） 

●国際物流拠点「酒田港」に向けて、施設整備や機能充実を進めます 

●酒田駅前の交通結節機能の強化を図ります 

●庄内空港の路線拡充や二次交通の充実に努めます 

写真提供：国土交通省東北地方整備局 

酒田港湾事務所（平成 29 年撮影） 
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【地域公共交通及び交通拠点の方針図】 

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例

鉄道 

バス路線 

都市軸 

広域連携軸 

地域間連携軸 

主要拠点連携軸 

地区内交通  
交通拠点 

航路 

地区内交通

地域公共交通 
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８－３ 景観の方針 
（１）景観の基本的な考え方 

最上川が日本海に出合い、美しい庄内砂丘とクロマツ林、庄

内平野の美田や出羽富士といわれる鳥海山の眺望など、酒田に

は豊かな自然と、港町、米どころとしての歴史や文化があり、

これらが酒田のまちのイメージの骨格を形づくっています。 

酒田らしい景観は、これらの自然、歴史、文化の上に多くの

市民の幾世代にもわたる努力が加わって創られていくものとい

う前提に立ち、景観形成やその保全に努めます。また、優れた

眺望景観の維持・保全を図ります。 

【景観構成と景観資源】 
景観構成 

主な景観資源 

酒田地域 八幡地域 松山地域 平田地域 

自然景観 飛島、庄内砂丘、ク

ロマツ林、光ケ丘公

園、万里の松原、最

上川、新井田川など 

八森自然公園、舞

鶴公園、荒瀬川、

大沢地区の青沢

峡、日向地区の鶴

間池、玉簾の滝、

湯ノ台温泉など 

最上川県立自

然公園、庄内平

野が一望でき

る眺海の森、横

根山、徳田山地

区など 

平野部からの鳥海

山の眺望、集落の屋

敷林、中山間地域※

の里山景観、山林保

全地域の胎蔵山、経

ケ蔵山、十二滝など 

歴史的・ 
文化的 

景観 

山居倉庫周辺地区、

飯森山周辺地区、日

吉町料亭街周辺地

区、日和山公園周辺

地区、寺町地区など 

八森遺跡、堂の前

遺跡など 

松山城大手門、

總光寺、白壁が

続く歴史を感

じさせるまち

なみなど 

砂越城址公園、旧阿

部家など 

市街地景観 港、河川、主要幹線道路沿線、住宅地 

 

多様な景観資源を活かしながら、市内のどの場所においても

これまで以上に美しく、市内各地区の特性に応じた快適で個性

のある景観の形成を図ります。そのために、市全域を計画区域

とした「酒田市景観計画※」と連携しながら、酒田らしい景観

の形成・保全に向けた総合的な施策や事業を積極的に進めます。 

美しいまちは、一朝一夕に作られるものではなく、長い年月

にわたる人々の努力の積み重ねにより生み出されるものです。 

酒田の自然、歴史、文化を踏まえて、市民、事業者、行政が

共に創り、守る「美しいまち酒田」に向けて、全市民が共有で

きる景観づくりを進めます。 

 

  

自然、歴史・文化、市街地景

観といった多様な景観資源か

ら構成される 「酒田らしい景

観」 の維持・保全 

市民、事業者、行政が共に

創り、守る 「美しいまち酒田」 

景観形成に向けた総合的な

取り組み 

８－３ 景観の方針 
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（２）景観の方針 
①自然景観 

 

 

北に鳥海山、西に日本海と飛島、東には庄内平野や出

羽丘陵が広がり、その中を最上川が日本海に流れる姿は

酒田を特徴づける景観であり、庄内砂丘とクロマツ林、

緑の美田と屋敷林などが、さらにそのイメージを豊かに

してきました。地域の恵まれた自然景観として、これか

らも、より良い形で未来へ残していかなければならない

ものです。特に田園地帯から望む鳥海山の眺望景観は、

屋敷林が点在する開放的な田園景観と調和した美しい景観を形成しており、これらの自

然景観の保全を図ります。 

 

②歴史的、文化的景観 

 

 

本市には、港町としての長い歴史を背景とし、酒田ら

しさが醸成され町人文化を感じさせる地区、農村部の郷

愁を感じさせる地区などがあります。それぞれの地区に

おける歴史的な建造物や文化などは、市民の貴重な財産

であり、その保全を図ると共に、周辺地区も含めて、歴

史的、文化的景観を大切にした景観づくりを進めます。 

 

③市街地景観 

 

 

港、河川、国道７号など主要幹線道路沿線、計画的に

開発された住宅地などの市街地で良好な景観づくりを行

うことにより、良好な住環境の創出やまちへの愛着、誇

りが生まれます。それぞれの地域の特性を活かし、建築

物、工作物に加え、車道、歩道、街路樹などの道路空間、

屋外広告物をはじめ、まちなみを構成する施設を一体的

に捉え、周辺との調和を図った市街地景観の形成を進め

ます。 

 

  

写真 

（主要幹線道路沿線） 

写真 

（田園地帯から望む 

鳥海山の眺望） 

写真 

（日和山周辺地区） 

●鳥海山･日本海･最上川･庄内平野など酒田を特徴づける自然景観の保全を図ります 

●酒田を象徴する歴史的、文化的景観資源を活かした景観づくりを進めます 

●まちの雰囲気を大切にし、周辺景観と調和した市街地景観の形成を進めます 
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④協働による景観づくり 

 

 

良好な景観形成を進めるためには、市民・事業者・行政が具体的な景観のイメージを

共有し、その具現化を目指して努力して行くことが大切です。このため、それぞれが役

割分担をしながら地域の特性を活かした景観づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 

（景観づくりＷＳ） 

写真 

（景観街歩き） 

●市民、事業者、行政が共に景観づくりを進めます 
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  眺望点（酒田市） 

おすすめビューポイント（山形県） 

景観形成重点地域（酒田市） 

【景観の方針図】 

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例
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８－４ 緑と水の方針 
（１）緑と水の基本的な考え方 

市民一人ひとりが愛着と親しみの持てる都市づくりを進めるため

に、緑と水は欠かせないものです。豊かな緑と清浄な水は、まちの

中に溶け込み、まち全体を安らぎと落ち着きのある雰囲気にします。 

本市には、酒田港、最上川、新井田川、荒瀬川、飯森山周辺、日

本海と海岸砂防林、日和山公園と山王森、光ケ丘公園、八森自然公

園、玉簾の滝など豊富な緑と水が存在し、これらが酒田のまちの雰

囲気を形づくってきました。これらの緑と水の空間は、防災上、景

観上も重要な役割を果たしており、市民と行政が一緒になって、美

しく快適な空間の維持に努めます。 

 

これまで進めてきた市街地内の緑化の推進や緑と水を活用した憩

いの場の整備などを踏まえて、道路、公園、寺社林などの市街地内

のオープンスペース※を活かした、市民が誇りの持てる快適で、き

れいな公園のような都市の維持・継承に努めます。 

 

（２）緑と水の方針 
①親水・レクリエーション空間 

 

 

本市には、日本海や最上川、新井田川、荒瀬川、光ケ丘公園、飯森山公園、日和山公

園、八森自然公園など豊富な緑と水が市民の身近にあります。特に、スポーツ施設が集

中している光ケ丘公園、周辺に文化施設や大学が立地している飯森山公園、親水空間と

なっている最上川河川敷などは、各々の特徴を活かし、緑と水の親水空間やレクリエー

ション空間として維持に努めます。なお、その際には、周辺の歴史・文化資源との調和、

高齢者、障がい者等の利用、防災機能にも十分配慮します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 

（光ケ丘公園） 

写真 

（最上川河川敷） 

写真 

（飯森山公園） 

●緑と水を活かした親水・レクリエーション空間の維持に努めます 

酒田のまちの雰囲気を

形づくっている緑と水の

空間の維持 

市街地内のオープンスペ

ース※を活かした「公園の

ような都市」の維持・継

承 

８－４ 緑と水の方針 
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酒田港本港地区周辺は、「みなとオアシス」に認定され

ており、親しみを持てるウォーターフロントとしての整

備や、良好な港湾空間の形成に努めます。 

 

 

 

②市街地内のオープンスペース 

 

 

道路、公園、寺社林など市街地内におけるオープンス

ペース※は、防災や景観の面から大切なものであり、市

民の安全と快適環境を守るために、今後も確保、保全に

努めます。 

中でも近隣公園※・街区公園※は、市民の身近な憩いの

場であり、地域の方々の意見を取り入れた公園づくりを

進めます。 

また、保存樹林となっている山居倉庫のケヤキ並木、

酒田市大火で防災機能が実証されている寺町一帯の寺社

林など市街地中心部のまとまった緑は、今後も大切に保

全を図ります。 

 

 

③緑の空間 

 

 

 

西山緑地は光ケ丘公園のクロマツ林などとともに、庄

内空港緩衝緑地は海岸砂防林などとともに緑のネットワ

ークを構成する緑地として位置付け、保全を図ります。 

海岸砂防林や光ケ丘公園のクロマツ林は、先人の遺し

た貴重な財産ですが、広大な面積であることから、その

維持管理も大変な状況です。このため、市民と行政が力

を合わせて、下刈りなどの環境整備活動に取り組みます。

このような活動を市街地の公園や河川敷などにも広げ、

市内全域を美しく、きれいで快適な環境づくりを進めま

す。 

 

  

写真 

（みなとオアシス） 

写真 

（公園） 

写真 

（寺町一帯の寺社林） 

写真 

（西山緑地） 

写真 

（海岸砂防林） 

●道路、公園、寺社林など市街地内のオープンスペース※の確保・保全に努めます 

●海岸砂防林、クロマツ林などの緑の空間を中心に、美しく、きれいで快適な環境づくりを進めま

す 
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  親水空間 

レクリエーション空間 

近隣・街区・特殊公園 

緑地 

【緑と水の方針図】 

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例
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８－５ 都市防災の方針 
（１）都市防災の基本的な考え方 

昭和 51年酒田市大火の教訓を基に、防火地域、準防火地域の

指定等による建物の不燃化や公園・緑地等オープンスペース※

の確保などにより、今後も一層の防災性向上に努めます。 

 

大震災や津波浸水、洪水による浸水、土砂災害等の本市で想

定される自然災害に備え、市民が安心して暮らせる都市を目指

して、防災・減災の取り組みや災害に強い都市づくりを進めま

す。 

 

（２）都市防災の方針 
①安全・安心な都市構造の形成 

 

 

津波や洪水による浸水、土砂災害などの危険性が低い地域において、居住や都市機能※

の誘導・維持を図り、安全・安心な都市構造の形成を進めます。 

 

 

 

都市火災や大震災などに備え、建物の不燃化や公園・

緑地等オープンスペース※の確保、災害時の緊急輸送道

路※であり延焼遮断帯として機能する広幅員の市街地内

幹線道路の整備に加え、市街地中心部周辺の住宅の密集

する地区を中心に、オープンスペース※の創出など一層

の防災性向上に努めます。 

 

②防災性向上のための避難施設等の整備 

 

 

短時間で避難が可能となるような避難場所（緊急避難場所・避難所・津波避難ビル）

や避難路などの計画的整備や民間施設の活用による確保、建築物や公共施設の耐震化等

による、官民連携した災害に強い都市づくりを進めます。 

 

  

写真 

 

酒田市大火を教訓とした防

災性の高い市街地の維持 

自然災害に備え、防災・減災

の取り組みや災害に強い都市

づくり 

８－５ 都市防災の方針 

●災害の危険性が低い地域において、安全・安心な都市構造の形成を進めます。 

●避難場所や避難路の計画的整備と民間施設活用などを進めます 

●オープンスペース※の創出など一層の防災性向上に努めます 
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８．都市づくりの方針 

 

③土砂災害対策の推進 

 

 

急傾斜地や地すべり地域における法面対策工事等の土砂災害防止に向けて取り組みま

す。 

 

 

 

土砂災害への警戒強化を図るとともに、災害の未然防止のために、土砂災害ハザード

マップ※などによる土砂災害危険区域や土砂災害危険箇所、災害発生時の避難経路及び

避難場所、情報伝達体制などの周知啓発を図ります。また、市民参加の防災訓練等を充

実することで、防災意識の高揚と防災力の強化を図ります。 

 

④治水対策の推進 

 

 

水害に強い都市づくりのため、最上川や赤川、新井田川、荒瀬川等の河川の適切な管

理と必要な整備に向けて取り組みます。 

また近年、局所的な集中豪雨が頻発している中、河川や下水道の整備を中心とした治

水対策だけでは浸水被害を防止することに限界があることから、雨水の貯留、ポンプ排

水などの雨水排水対策や住民への情報伝達などを含む総合的な治水対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 

 

写真 

 

●土砂災害防止の対策に向けて取り組みます 

●ハード・ソフト含めた総合的な治水対策を進めます 

●土砂災害への警戒強化や未然防止に向けたソフト対策の強化を図ります 
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８．都市づくりの方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
緊急輸送道路  

第 1次緊急輸送道路 

第 2次緊急輸送道路 

避難場所 

洪水時指定緊急避難場所 

津波避難ビル 

避難所（洪水） 

避難所（津波） 

防火地域 

準防火地域 

【都市防災の方針図】 

都市計画区域

市街化区域

非線引用途地域

凡例
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８．都市づくりの方針 

 

８－６ その他都市施設などの方針 
（１）その他都市施設などの基本的な考え方 

その他の都市施設※としては、下水道や廃棄物処理施設があ

り、本市における衛生的かつ快適な生活を営むために必要な機

能として施設の整備と適正管理を進めます。 

庁舎や学校をはじめとする公共施設は、多くの市民が利用す

る施設であることから、市民の利用のしやすさや環境への配慮、

本市の財政状況など様々な観点から、適正な配置と維持管理を

進めます。 

 

（２）その他都市施設などの方針 
①下水道 

 

 

下水道は、市街地は公共下水道事業、その他地域は農業集落排水事業、合併処理浄化

槽事業により汚水等の処理を行っていくものとします。公共下水道については、未普及

解消に向けた整備を進めるとともに、下水道施設について適正な管理とストックマネジ

メント計画に基づいた長寿命化対策により施設の延命化を進めます。 

 

②廃棄物処理施設 

 

 

廃棄物処理場であるごみ処理施設やし尿処理場は、ごみ処理量の削減による廃棄物処

理施設の運転負荷の軽減や、既存施設の延命化を進めます。 

 

③公共施設 

 

 

公共施設の統廃合や新設にあたっては、現在の公共施設の総量削減を図るとともに、

健全な財政を維持しながら、これからも必要な施設の機能を維持するために、市民ニー

ズの変化に適応した施設機能の見直しや、既存施設の有効活用、施設の統廃合・複合化

を進めます。 

また、市民誰もが公共施設を利用できるように、公共交通機関の運行状況や高齢化の

状況など、効率性だけで判断すべきでない多種多様な地域性も考慮し、市全体を見据え

た適正な配置を進めます。 

衛生的かつ快適な生活のた

めに、必要な機能として施設

の整備と適正管理 

公共施設の適正な配置と維

持管理 

８－６ その他都市施設などの方針 

●下水道の計画的な整備推進と施設の延命化を進めます 

●廃棄物処理施設の運転負荷の軽減や、既存施設の延命化を進めます 

●公共施設の機能見直し、既存施設の有効活用、統廃合・複合化などを進めます 
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９．計画の実現に向けて 

９．計画の実現に向けて 
９－１ 基本的な考え方 
都市計画マスタープランは、本市の将来都市像を明確にし、個別の都市計画を決定・変更す

る際の方向性を示す指針としての役割を担うものです。本計画の実現に向けた都市づくりの推

進にあたっては、個別的、具体的な事業計画等を立案・具現化し、庁内及び関係機関と連携し

て、事業等の推進を図ります。 

 

９－２ 実現への取り組み 
（１）都市計画マスタープランに即して定める都市計画の取り組み 
①計画的な土地利用誘導 

本計画で定めた「都市づくりの方針」にもとづき、地域地区※や用途地域※等の規制・誘導

制度を活用します。 

また、開発許可※制度などと連携しながら、民間が行う開発行為※や建築行為※などを適切

に誘導します。 

 

②都市計画決定・変更 

道路や公園等の都市施設※整備事業など、さまざまな制度・事業の活用・実施を図るため、

必要な都市計画の決定を行います。 

また、既に都市計画決定されたものについては、経済・社会情勢の変化や土地利用・建築

物の立地状況の変化等に応じて、将来都市像との整合性などを適切に判断したうえで、地域

住民の意見を十分に踏まえながら、必要に応じて変更を行います。 

 

③市街地開発事業の活用 

市街地開発事業※は、計画的な市街地形成を図るため、道路、公園等の公共施設の整備と

合わせて、土地の利用増進、建築物の整備を一体的に進める事業で、土地区画整理事業※や

市街地再開発事業※などがあります。 

拠点周辺の良好な都市基盤※の整備や、既成市街地などの改善を図る場合などにおいて、

地域住民の意向を踏まえながら、市街地開発事業※の活用を検討します。 

 

④地区計画制度の活用 

地区計画※とは、住民の生活に身近な「地区」を単位として、道路・公園等の都市施設※の

配置や建築物の建て方等についてきめ細かなルールを定める等、地区の特性に応じた都市づ

くりを進めるための手法です。 

良好な市街地形成や防災面、景観に配慮した都市づくりを進めるために、地区の住民や地

権者の合意に基づく地区計画制度の活用を検討します。 

 

９．計画の実現に向けて 

９－１ 基本的な考え方 

９－２ 実現への取り組み 
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９．計画の実現に向けて 

 

⑤都市計画提案制度の活用 

都市計画提案制度※は、都市

計画区域※において、土地所有

者や NPO※などが、都市計画の

決定または変更を提案できる

制度です。協働※による都市づ

くりを推進する一つの有効な

手段として、市民への周知を

図るとともに、制度適用の際

の庁内の受入・支援体制の構

築を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）立地適正化計画制度の活用 
立地適正化計画※は、商業･医療などの「都市機能※」を誘導する区域（都市機能誘導区域※）

や、「居住」を誘導していく区域（居住誘導区域※）を定め、人口減少が進むなかでも望ましい

人口密度や生活を支える様々なサービスが維持された、活力があり住みやすい・住み続けられ

る都市づくりを目指す計画で、都市計画マスタープランの一部となるものです。 

本市では、平成 30年度に「酒田市立地適正化計画」を策定していることから、「コンパクト

＋ネットワークの都市構造」の実現に向けて、計画にもとづいた取り組みを進めます。 

 

（３）個別計画の策定と他分野との調整・連携 
交通、景観、緑と水、防災など、都市づくり分野の個別計画の策定にあたり、共通の方針と

して都市計画マスタープランを活用することにより、相互連携のとれた一体的な都市づくりを

進めます。 

 

（４）広域的な都市づくりにおける調整・連携 
県や近隣市町などとの広域的な都市づくり（庄内圏域(北部)都市計画区域マスタープラン※

や庄内北部定住自立圏共生ビジョンなど）を展開する場合、本計画を活用して調整・連携を図

ります。 

■都市計画提案制度運用フロー図 

都市計画決定を行わない場合

都市計画審議会への付議

県知事との協議（同意）

都市計画の案の公告・縦覧

及び意見書の提出

土地所有者、まちづくり団体等による都市計画の提案

都市計画の決定又は変更をする必要性の有無の判断

① 都市計画に関する基準に適合していること。

② 市の都市づくりに関する方針に適合していること。

③ 周辺環境への環境に配慮されていること。

④ 地権者及び周辺住民等への十分な説明、理解が得られていること。

提案に向けた事前調整

提案を踏まえて、都市計画決定の

必要ありと判断した場合

必要性の

有無の

判断基準

提案を踏まえて、都市計画決定の

必要なしと判断した場合

都市計画の案の作成

公聴会・説明会等の開催等

都市計画決定

都市計画審議会に提案し、

意見を聞く

提案者にその旨・理由を通知
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９．計画の実現に向けて 

 

９－３ 地域の実情を踏まえたテーマ別の取り組み 
（１）基本的な考え方 

本計画の実現に向けた都市づくりの推進にあたっては、個別的、具体的な事業計画等を立

案・具現化し、庁内及び関係機関と連携した取り組みを行います。 

その際、地域独自の課題については、既に策定している地域別構想も参照し、地域住民や企

業等と連携・協働※しながら解決を図ります。 

また、特に重要で早期解決が求められるテーマについては「重点テーマ」として位置付け、

より実効性を伴った取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）重点テーマ 
本計画の「都市づくりの方針」などを踏まえて、現時点で想定される主な重点テーマを下記

の通り設定します。 

 

 

 

 

  

都市計画変更（原案）の策定

酒田市都市計画マスタープラン（酒田市の都市計画に関する基本的な方針）

地域住民・企業等との連携・協働

地域別構想
（地域毎の街づくりの方向性）

「地域独自」 の都市計画

の決定・変更の場合

※地域の街づくり

の指針として参照

「都市全体」 に係る都市計画

の決定・変更の場合

◎都市計画の決定・変更の指針

都市計画変更（素案）の策定

重点テーマ

※特に重要で早期解決

が求められるテーマ

９－３ 地域の実情を踏まえたテーマ別の取り組み 

■現時点で想定される主な重点テーマ 

①中心市街地（中心拠点）への都市機能※や居住の適切な誘導 

②都市づくりに必要な都市計画決定と状況変化に対応した都市計画の見直し 

③市民と行政の協働によるきめ細やかな地域課題への対応 

■計画実現に向けた都市計画決定・変更の進め方のイメージ 
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９．計画の実現に向けて 

 

①中心市街地（中心拠点）への都市機能や居住の適切な誘導 

中心市街地（中心拠点）において、都市機能※や居住の適切な誘導を図り、これまで形成

してきた「コンパクト」な市街地を維持するために、「土地利用の方針」で示した通り、下

記のような取り組みを具体に進めていくことが必要です。そのために、立地適正化計画※制

度を活用して都市機能※・居住の適切な配置を図ります。 

 

・酒田駅周辺地区及び中町周辺地区等における都市機能※の維持・充実 

・中心市街地における歩いても暮らせ、幅広い世代に選ばれる居住環境の形成 

・中心市街地における低・未利用地の有効活用 

 

②都市づくりに必要な都市計画決定と状況変化に対応した都市計画の見直し 

「土地利用の方針」で示した通り、下記のような地域においては、将来の見通しや地域の

実情を踏まえて、都市計画（用途地域※等）の見直し・指定を検討する必要があります。 

 

・今後の有効活用が検討される大規模な未利用空間 

・一般住宅地におけるまとまった農地が存在するような地域 など 

 

また、「交通体系の方針」で示した通り、長期間にわたり未着手となっている区間等が存

在するほか、人口減少・少子高齢化等の社会情勢の変化等に伴い都市計画決定当初に予定し

ていた道路の機能や役割そのものが変化している路線もあることから、都市計画道路※の見

直しを検討する必要があります。 

 

・「都市計画道路の見直しの手引き（国土交通省）」「山形県都市計画道路見直しガイドライ

ン」などを踏まえた都市計画道路※の見直し など 

 

③市民と行政の協働によるきめ細やかな地域課題への対応 

「土地利用の方針」で示した通り、下記のような地域においては、将来の見通しや地域の

実情を踏まえて、市民と行政の協働による地域課題の解決の方策（地区計画等）を検討する

必要があります。 

 

・工業地における工場等の撤退など土地利用の転換が進んでいる地域 など 
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９．計画の実現に向けて 

 

９－４ 都市づくりの推進体制 
（１）庁内の推進体制 

都市計画マスタープランは、都市計画、交通、土木、環境等の各分野との総合的・一体的な

都市づくりを進めるための指針となるものです。このため、都市計画マスタープランと部門別

計画、部門別事業間の調整を行い、整合を図りながら都市づくりを進めます。 

 

（２）関係機関や隣接市町との調整・協力体制づくり 
国道・県道の整備や海岸、港湾整備などについては、国、県をはじめとする関係機関と連携・

協力しながら、役割分担や計画内容などについて具体的な協議を進めていきます。 

また、公共交通の充実や自然環境の保全など、広域的に取り組むことが必要かつ効果的な施

策については、隣接市町と行政界を超えた密接な連携を図り、一体的な都市づくりを進めます。 

 

（３）民間・まちづくり団体等との連携 
財源負担の軽減化や事業の効率化のため、民間のノウハウや資金等を有効に活用するなど、

都市づくりに積極的な民間活力の導入を図ります。 

地域に根ざしたきめ細かな都市づくりや計画の実現を推進するため、NPO※などの市民団体、

まちづくり活動支援団体、ボランティア団体、コミュニティ団体など、地域のまちづくり団体

等と連携して施策の推進に努めます。 

 

  

９－４ 都市づくりの推進体制 
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９．計画の実現に向けて 

 

９－５ 進行管理 
概ね 5 年ごとに実施される都市計画基礎調査※にあわせて、都市計画マスタープランの進行

状況を管理・評価することによって、本計画の実現に向けた都市づくりを進めます。 

 

（１）管理・評価 
「酒田市都市計画マスタープラン」は概ね 20年後の 2040年を目標としますが、概ね 5年を

1サイクルとして、都市計画基礎調査※・各種統計データ等にもとづいて状況変化を分析・評価

し、改善を図る「PDCAサイクル」を繰り返すことにより、将来像の実現を推進していきます。 

あわせて、都市計画や各種都市整備事業の進捗状況についても的確に把握し、さらなる取り

組みにつなげていくことを検討します。 

また、評価の結果を踏まえて、必要に応じて用途地域※等の都市計画の変更や、都市計画マ

スタープランの見直し等を行うなど、柔軟かつ効果的な運用を進めます。 

 

（２）管理体制 
評価結果については、都市計画に関する専門性・中立性を有する「酒田市都市計画審議会※」

に報告し、いただいたご意見を踏まえながら取り組みの改善・充実などを検討します。 

 

（３）計画の見直し 
策定後概ね 10 年ごとの見直しを基本として、上記に示した評価の結果や、社会経済情勢の

変化などに対応して機動的に都市計画マスタープランの見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市計画マスタープランの立案

実績・進捗状況の把握

都市づくりの課題の確認

• 都市の現況

• 都市の将来見通し など

社会情勢等の変化の把握

• 現行計画策定後の社会情勢の変化

• 上位・関連計画の改訂及び策定 など

• 都市計画の取り組み状況

計画見直しの検討 ⇒必要に応じて変更

• 見直しの視点の設定

• 詳細な調査・分析

随時

概ね

10年ごと

• 新たな課題の抽出

• 将来都市像・将来都市構造・都市づくりの方針等の見直し

９－５ 進行管理 

■計画の評価と見直しの手順 
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確認内容 確認指標 

実績・進捗状

況の把握 

都市計画の

取り組み状

況 

・都市計画決定・変更（区域区分※、地域地区※、都市施設※、

市街地開発事業※等） 

・都市計画事業の進捗（道路、公園、下水道、市街地開発

事業※等） 

・立地適正化計画※にもとづく取り組み状況 など 

社会情勢等の

変化の把握 

現行計画策

定後の社会

情勢の変化 

・都市づくりの時代潮流 

・国等の法制度 

・酒田市の地域特性（市町村合併、広域連携、産業等） 

・災害の発生 など 

上位・関連

計画の改訂

及び策定 

・酒田市総合計画 

・酒田市国土利用計画 

・庄内圏域（北部）都市計画区域マスタープラン※ 

・酒田市地域公共交通網形成計画※、再編実施計画※ 

・酒田市中心市街地活性化基本計画※ 

・酒田市公共施設等総合管理計画※ 

・酒田市地域防災計画 

・酒田市景観計画※ 

・酒田市環境基本計画 など 

都市づくりの

課題の確認 

課題① ・人口推移、高齢化状況 

・地区別の人口及び高齢者の増減率 など 

課題② ・地区別の空き家・空き地数 

・市の未利用財産、未利用地 

・都市機能※の立地状況 など 

課題③ ・高次都市機能※の立地状況 

・工業・商業の動向 など 

課題④ ・各地域（酒田・八幡・松山・平田）における日常生活に

必要な施設立地、地域資源等） など 

課題⑤ ・災害の発生状況（酒田市及び全国） 

・新たな災害指標の公表（浸水想定等） など 

 

 

 

■分析・評価のための確認指標 
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資料編 
１．策定の経緯 
（１）検討体制 

酒田市都市計画マスタープランは、本計画の一部とみなされる酒田市立地適正化計画※と一

体的に検討を行いました。 

両計画の検討にあたっては、学識経験者で構成する「アドバイザー懇話会」を開催し、各専

門の立場からご意見を伺いました。また、庁内関係各課により構成された「酒田市都市計画マ

スタープラン等検討委員会」と「同委員会幹事会」を設置し、関連計画・施策などとの調整を

図って計画の検討を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料編 

酒田市 

酒田市都市計画マスタープラン等 

検討委員会 

【役割】 

・計画の検討・策定 

・庁内の関係各課による協議、調整 

【構成員】 

・庁内関係部局の課長級 

【開催数】 

・平成 29年度 2回（うち庁内勉強会 1 回） 

・平成 30年度 3回 

酒田市都市計画マスタープラン等 

検討委員会幹事会 

【役割】 

・庁内の関係各課による協議、調整 

【構成員】 

・庁内関係部局の係長級 

【開催数】 

・平成 29年度 3回（うち庁内勉強会 1 回） 

・平成 30年度 2回 

事務局（企画部 都市デザイン課） 

市議会（総務常任委員会等） 

【開催数】 

・平成 30年度 3回 

アドバイザー懇話会 

【役割】 

・専門的視点からの意見交換 

【構成員】 

・学識経験者 4名 

【開催数】 

・平成 29年度 3回 

・平成 30年度 2回 

市民・関係団体 

・市民アンケート（配布：無作為抽出

3,000 票、回収数：1,043 票、回収率

34.8％） 

・事業者団体ヒアリング（酒田商工会議

所、山形宅地建物取引業協会酒田、酒

田金融協会） 

・市民ワークショップ（総合計画未来会

議）の結果活用 

・市民説明会 4回 

・パブリックコメント 2回  等 

説明 

意見 

提案 

意見 

酒田市都市計画審議会※ 

【開催数】 

・平成 30年度 3回 

報告 

意見 

意見 

ワーキンググループ 

【役割】 

・幹事会メンバーとのグループ又は個別の

詳細かつ具体な協議・調整 

【開催数】 

・平成 29年度 2回 
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所属・役職 氏 名 分 野 備 考 

東北公益文科大学 

特任教授 
高谷 時彦 都市デザイン 酒田市都市政策アドバイザー 

東北公益文科大学 

公益学部長 
神田 直弥 

交通心理・人間

工学 

酒田市教育委員会委員 

酒田市地域公共交通会議 副会長 

弘前大学 教授 北原 啓司 
都市計画・建築

計画 
日本都市計画学会副会長 

山形大学 准教授 渡辺 理絵 人文地理学 都市地理学、都市史研究 

 

 

 

所 属 役 職 

企画部（企画振興部） 部長 

建設部 部長 

総務部行政経営課（総務部総務課行財政改革推進室） 課長（室長） 

総務部財政課 課長 

総務部危機管理課 課長 

（総務部管財課） （課長） 

企画部企画調整課（企画振興部政策推進課） 課長 

地域創生部商工港湾課（商工観光部商工港湾課） 課長 

地域創生部交流観光課（商工観光部観光振興課） 課長 

地域創生部地域共生課 課長 

市民部まちづくり推進課 課長 

市民部環境衛生課 課長 

健康福祉部福祉課 課長 

健康福祉部子育て支援課 課長 

健康福祉部健康課 課長 

健康福祉部介護保険課 課長 

建設部土木課 課長 

建設部建築課 課長 

農林水産部農政課 課長 

農林水産部農林水産課 課長 

八幡総合支所 支所長兼地域振興課長 

松山総合支所 支所長兼地域振興課長 

平田総合支所 支所長兼地域振興課長 

上下水道部 上水道技監兼工務課長 

教育委員会企画管理課 課長 

教育委員会社会教育文化課 課長 

教育委員会スポーツ振興課 課長 

農業委員会事務局 事務局長 

（平成 30年度組織／（ ）内は平成 29年度組織） 

■アドバイザー懇話会の構成員 

■酒田市都市計画マスタープラン等検討委員会の構成員 
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所 属 役 職 ワーキング

区分（第 1回） 

行政経営課（行財政改革推進室） 資産経営係長（調整主任） 

総務環境 WG 

財政課 財政主査兼財政係長（財政係長） 

危機管理課 危機管理係長 

（管財課） （課長補佐） 

まちづくり推進課 地域づくり主査兼係長 

環境衛生課 環境保全主査兼係長（環境保全係長） 

福祉課 地域福祉主査（障がい福祉係長） 

健康福祉 WG 
子育て支援課 課長補佐 

健康課 課長補佐 

介護保険課 課長補佐 

企画調整課（政策推進課） 企画調整係調整主任（政策推進主査） 

都市・交通 WG 

商工港湾課 課長補佐 

交流観光課（観光振興課） 観光戦略主査（観光交流主査） 

地域共生課 課長補佐 

八幡支所 地域振興課 課長補佐 

松山支所 地域振興課 課長補佐 

平田支所 地域振興課 課長補佐 

土木課 事業係 調整主任 

建設 WG 建築課 確認審査主査兼係長 

上下水道部 工務課 課長補佐 

農政課 総合農政係長（総合農政係 主任） 

農林水産 WG 農林水産課 課長補佐 

農業委員会事務局 農地主査兼係長 

教育委員会 企画管理課 課長補佐 

教育 WG 教育委員会 社会教育文化課 文化財主査兼係長 

教育委員会 スポーツ振興課 課長補佐 

（平成 30年度組織／（ ）内は平成 29年度組織） 

 

 

 

  

■酒田市都市計画マスタープラン等検討委員会幹事会の構成員 
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（２）策定までの経緯 
年度 月 検討委員会など 市民・関係団体など 

平成 29年度 9月 第 1回検討委員会  

 10月 第 1回検討委員会幹事会 市民アンケート 

  策定委員会・幹事会・関係職員合同研修会 

（酒田市職員コンパクトシティ庁内勉強会） 

 

  第 1回アドバイザー懇話会  

 11月 第 1回検討委員会幹事会ワーキンググループ  

 1月 第 2回検討委員会幹事会ワーキンググループ  

 2月 第 2回アドバイザー懇話会  

 3月 都市計画審議会※  

  第 2回検討委員会幹事会  

  第 3回アドバイザー懇話会  

平成 30年度 4月 第 2回検討委員会（都市計画審議会※幹事会

合同開催） 

 

  議会（総務常任委員協議会）への報告  

 5月 都市計画審議会※ パブリックコメント 

（骨子案について） 

 6月  事業者団体ヒアリング 

（宅建協会酒田、酒田金融協会、

酒田商工会議所） 

 7月 第 4回アドバイザー懇話会  

 8月 第 3回検討委員会幹事会  

  第 3回検討委員会（都市計画審議会※幹事会

合同開催） 

 

 9月 議会（総務常任委員勉強会）への報告  

  都市計画審議会※  

 10月  事業者団体ヒアリング 

（宅建協会酒田、酒田商工会議所） 

 11月 第 5回アドバイザー懇話会  

 12月 第 4回検討委員会（都市計画審議会※幹事会

合同開催） 

市民説明会 

  議会（総務・建設経済常任委員合同勉強会）

への報告 

 

  都市計画審議会※  

 1月  パブリックコメント 

（計画案について） 
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２．用語解説 
 

 

 

 

 

DID（人口集中地区） 

人口密度約 40人/ha以上の国勢調査基本単位区

が互いに隣接し、かつその合計が人口 5,000人以

上となるような、人口が密集した市街地のことを

指す。 

 

NPO（エヌピーオー） 

民間非営利組織（Non-Profit Organization）

の略称。法人格の有無に関わらず、福祉・環境・

まちづくりなどの一定のテーマを持って、公益的

な活動を行う団体。 

 

 

 

アクセス 

ある場所に入る手段。交通手段。 

 

オープンスペース 

敷地内の空地または道路、公園、広場、河川、

農地などの建物によって覆われていない土地

の総称。 

 

 

 

街区公園 

都市公園のうち住区基幹公園のひとつ。主とし

て住区内に居住する者の利用を目的とする公

園。誘致距離 250m の範囲内で１箇所当たり面

積 0.25haを標準として配置する。 

 

開発許可 

市街化区域または市街化調整区域内において

開発行為をしようとする者が、あらかじめ受け

るべき許可。 

 

開発行為 

主として建築物の建築または特定工作物の建

設に用に供する目的で行う土地の区画形質の

変更。 

既存ストック 

ストックは時間をかけて蓄積されてきた物や

情報であり、既存ストックとは都市の基盤、施

設や歴史・文化、産業や自然に関するストック

の総称。本計画では、今まで整備されてきた都

市機能、道路・歩行空間、上下水道、緑地・公

園、住宅、歴史・文化・自然・観光資源などを

表す。 

 

協働 

市民等・事業者・行政などの多様な主体が、対

等の立場で、それぞれの役割を認め合いながら、

共通の目標に向けて協力し合うこと。 

 

居住誘導区域 

人口減少の中にあっても一定エリアにおいて

人口密度を維持することにより、生活サービス

やコミュニティが持続的に確保されるよう、居

住を誘導すべき区域として立地適正化計画で

定められる区域。 

 

緊急輸送道路 

災害発生時における被災者の避難及び物資輸

送のために利用する道路で、高速自動車国道、

一般国道及びこれらを連絡する幹線道路と知

事等が指定する防災拠点を相互に連絡するも

のをいう。 

 

近隣公園 

都市公園のうち住区基幹公園のひとつ。主とし

て近隣に居住する者の利用に供することを目 

的とする公園。近隣住区当たり１箇所を誘致距

離 500mの範囲内で１箇所当たり面積２haを標

準として配置する。 

 

区域区分 

都市計画法により、無秩序な市街化を防止し、

計画的な市街化を図るために、都市計画区域を

市街化区域と市街化調整区域に区分すること。

線引き。 

 

アルファベット 

あ・ア行 

か・カ行 

本文中に「※」を記した用語を解説しています。 
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景観計画 

景観法に基づき、景観行政団体が定めることが

できる良好な景観の形成に関する計画。景観計

画を策定すると、景観計画区域内における，建

築物の建築等の行為が，届出・勧告により緩や

かに規制できるほか、景観重要建造物や景観重

要公共施設の指定、景観協定など景観法に規定

する制度が活用できる。 

 

景観条例 

景観を保全・形成し、その景観と調和した環境

を確保・整備するために地方自治体が定める条

例。 

 

建築協定 

住宅地の環境や商店街の利便を高度に維持増

進するため、市町村が条例で定める一定区域内

の土地・建築物の所有権者および使用権者の間

で、建築物の敷地・位置・構造・用途・形態・

意匠・建築設備などについて取り決める協定。 

 

建築行為 

建築基準法に規定する建築物を新築、増築、改

築、又は移転すること。 

 

高規格幹線道路 

高速自動車国道及び一般国道の自動車専用道

路。 

 

公共施設等総合管理計画 

公共施設等全体の状況を把握し、長期的な視点

をもって、更新、統廃合、長寿命化などを計画

的に行うため、公共施設等全体の基本的な管理

の方針を定めるもの。 

 

交通ネットワーク 

道路や鉄道・路線バスなど、人や物の輸送手段

の組み合わせにより形成されるネットワーク。 

 

交通モード 

鉄道、路線バス、コミュニティバス、乗合タク

シーなどの交通手段のこと。 

 

コミュニティ 

共同体。地域社会。都市計画では、主として住

民相互の協力と連携による地域のまちづくり

を進める場合などに使われる。 

 

コミュニティバス 

地域住民の移動手段を確保するために地方自

治体等が実施する乗合バス。 

 

 

 

市街化区域 

既に市街地を形成している区域と概ね 10 年以

内に優先的かつ計画的に市街化を図る区域で

あり、都市の発展動向などを勘案して市街地と

して積極的に整備する区域。 

 

市街化調整区域 

市街化を抑制すべき区域であり、農林漁業用の

建築物などや一定の要件を備えた開発行為以

外は許可されない。 

 

市街地開発事業 

地方公共団体などが、一定の地域について、総

合的な計画に基づき、公共施設・宅地・建築物

の整備を一体的に行い、面的な市街地の開発を

図ることを目的とした事業。土地区画整理事業、

市街地再開発事業などが含まれる。 

 

市街地再開発事業 

市街地内の老朽木造建築物が密集している地

区等において、細分化された敷地の統合、不燃

化された共同建築物の建築、公園、広場、街路

等の公共施設の整備等を行うことにより、都市

における土地の合理的かつ健全な高度利用と

都市機能の更新を図る事業。 

 

住区基幹公園 

主として近隣住区（小学校区を中心とする人口

8 千人から 1 万人程度の住区）内の住民の安全

で快適かつ健康的な生活環境およびレクリエ

ーション、休養のためのスペースを確保し、住

民の日常的な身近な利用に供するために、近隣

住区を利用単位として設けられる基幹的な公

園。その機能から街区公園、近隣公園などに区

分される。 

 

 

 

地域公共交通再編実施計画 

公共交通路線網の再編や運行方法の変更など

を組み合わせながら、地域公共交通ネットワー

クの再構築を図るための事業（地域公共交通再 

さ・サ行 

た・タ行 
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編事業）を具体的に実施する計画。 

 

地域公共交通網形成計画 

地域にとって望ましい公共交通網の姿を明ら

かにする、地域公共交通のマスタープランとし

ての役割を果たす計画。 

 

地域地区 

都市計画法に基づき都市計画区域内の土地を

その利用目的によって区分し、建築物などにつ

いての必要な制限を課すことにより、土地の合

理的な利用を図るもの。地域地区は、具体的に

は、用途地域、特別用途地区、その他地域地区

に大別される。 

 

地区計画 

住民の生活に身近な「地区」を単位として、道

路・公園等の都市施設の配置や建築物の建て方

等についてきめ細かなルールを定める等、地区

の特性に応じた都市づくりを進めるための手

法。 

 

中心市街地活性化基本計画 

中心市街地における都市機能の増進及び経済

活力の向上を総合的かつ一体的に推進するた

め、中心市街地活性化の推進に関する法律（平

成 10年 6月 3日法律第 92号）に基づいて市町

村が策定する計画。 

 

中山間地域 

山間地域とその周辺の地域を指す。一般に傾斜

地が多いなど農業生産条件は不利であるが、国

土の保全、水資源のかん養等の多くの機能を有

している。 

 

都市機能 

都市的な活動を支えるために必要な機能の総

称。主な都市機能として、居住機能、商業機能、

医療機能、業務機能、工業機能、レクリエーシ

ョン機能などがあげられる。 

 

都市機能誘導区域 

医療・商業・行政等の市民の生活を支える都市

機能を都市の中心拠点などに誘導し集約する

ことにより、これらの各種サービスの効率的で

持続的な提供を図る区域として、立地適正化計

画で定められる区域。 

 

 

都市基盤 

都市活動を支える道路（交通基盤）、公園、河

川、上下水道などの公共施設の総称。電気、ガ

ス、電話、光ファイバーなどの供給処理施設、

通信施設も広義には都市基盤に含まれる。 

 

都市計画基礎調査 

都市計画法第 6条により、都市計画区域につい

て概ね 5年ごとに実施する調査で、都市におけ

る人口、産業、土地利用、交通などの現況及び

将来の見通しを把握し、客観的・定量的なデー

タに基づいた都市計画の運用を行うためのも

の。 

 

都市計画区域 

都市計画の基本理念を達成するために都市計

画法その他の法令の規制を受けるべき土地の

範囲であり、一体の都市として総合的に整備、

開発及び保全する必要のある区域。 

 

都市計画区域マスタープラン 

都道府県が策定する都市計画のマスタープラ

ンとして、「都市計画の目標」、「区域区分の決

定の方針」、「土地利用、都市施設の整備及び市

街地開発事業に関する主要な都市計画の決定

の方針」などについて定めることとされている。

都市計画は、この方針に即したものでなければ

ならない。正式には「都市計画区域の整備、開

発及び保全の方針」という。 

 

都市計画審議会 

都市計画の決定に必要な調査審議を行うため、

学識経験者・議員・行政機関の代表・住民の代

表等で構成される審議会。 

 

都市計画提案制度 

土地所有者や NPOなどは、区域の土地所有者の

2/3 以上の同意などの一定の条件を満たす場合、

都市計画の決定・変更の案を提案することがで

きる。 

 

都市計画道路 

道路のうち将来の都市の発展を予想して都市

計画法に基づき決定されるもの。 

 

都市計画法 

都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、 
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都市計画の内容と決定手続、都市計画制限、都

市計画事業等に関する事項を定めた法律。 

 

都市施設 

都市計画法に定められる都市計画の一つで、都 

市活動を支える施設（交通施設、公共空地、供

給・処理施設、教育文化施設、医療・社会福祉

施設など）のこと。都市施設の都市計画決定は、

必要のある場合は都市計画区域外にも行うこ

とができる。 

 

土地区画整理事業 

区域内の土地所有者が土地を提供（減歩）し合

って、道路・公園などの公共施設用地にあて、

残りの土地（宅地）の区画を整え利用価値を高

めて、健全な市街地とする事業。 

 

 

 

乗合タクシー 

乗合バスのように乗合旅客を運送するタクシ

ーで、車両の乗車定員は 10 人以下となる。 

 

 

 

ハザードマップ 

災害の発生に注意が必要な場所や、防災のため

の施設などを地図上に記載したもので、被害を

最小限に止めるため、日頃から自分たちの住ん

でいる場所や周囲の危険性の周知を図るため

に活用される。 

 

 

 

まちづくり協定 

建築物その他の工作物の新築、増築または改築、

土地の区画形質の変更等に関する住民間のル

ールのこと。住民間で締結される任意協定であ

り、法的拘束力はない。 

 

 

 

ユニバーサルデザイン 

年齢、障害、国籍などに関わらず、すべての人々

が使用できるような商品、建物、環境のデザイ

ン。障害、高齢といった特別視をやめ、デザイ

ン上の区分けをなくしていこうとするもの。 

 

 

用途地域 

都市計画区域において、住宅と商業施設、工場

といった、その施設の持つ性格や機能上相互に

悪影響を及ぼす施設が同一の地域に存在する

ことによる弊害を取り除き、それぞれの用途に 

ふさわしい建築物の用途を誘致し、無秩序な混

在による環境の悪化などを防止するゾーニン

グ制度。 

 

 

 

ライフスタイル 

生活様式。新しい行動様式や習慣など、文化と

ほぼ同じ意味で使われることもある。 

 

立地適正化計画 

都市全体の観点から、居住機能や医療・商業・

行政等の都市機能の立地、公共交通の充実に関

する包括的なマスタープランであり、都市計画

マスタープランの一部となるもの。 

居住を誘導するエリア、都市機能の立地を誘導

するエリア等を定め、公共交通の再編などと一

体的に取り組んでいくことにより、「コンパク

ト＋ネットワークの都市構造」の実現を図る。 

 

緑地協定 

都市緑地法に基づき、良好な住環境を創ってい

くため、土地所有者等の合意によって区域を設

定し、緑地の保全や緑化に関する協定を締結す

る制度。 

 

 

 

 

 

ま・マ行 

や・ヤ行 

ら・ラ行 

は・ハ行 

な・ナ行 


